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独立行政法人国際協力機構は、インドネシア共和国のトンセアラマ水力発電所改修計画

にかかる協力準備調査を実施することを決定し、同調査を共同企業体：日本工営株式会社 -

株式会社双日総合研究所に委託しました。  

調査団は、平成 24 年 8 月 5 日から 9 月 22 日までインドネシア政府関係者と協議を行う

とともに、計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本

報告書完成の運びとなりました。  

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立

つことを願うものです。  

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げま

す。  

 

 

平成 25 年 3 月 
 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発・公共政策部 

部長  入柿 秀俊 
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要約 

インドネシアのほぼ中心に位置するスラウェシ島の北部、ミナハサ半島の先端部に位置するのが北

スラウェシ州である。北スラウェシ州の人口は 2,265,900 人 (2010 年)。州都マナド市を中心とする北

スラウェシ州一帯を一般にミナハサ地方と呼んでいる。 

ミナハサ地方の電力系統（ミナハサ系統）は隣接するゴロンタロ州の電力系統と 2011 年 11 月 27

日と系統連系し、2012 年 8 月には総発電設備容量が 388.6MW に増加した。2012 年における発電設

備の構成は、石炭火力 12.8%、地熱発電 20.6%、水力発電 13.6％、ディーゼル発電 24.9%、IPP のデ

ィーゼル発電 28.1％となっている。IPP 分も含めるとディーゼル発電が全体の 53％を占め、特に、IPP

のディーゼル発電に大きく依存しているのがミナハサ系統の特徴である。 

ミナハサ地区の電化率は 2010 年時点で 76.1％である。電力事情は改善されつつあるものの、マナ

ド市内でもいまだに停電が発生しており、安定的な電力供給確保の必要性が高くなっている。PLN

は 2020 年までに合計で 650MW の電源の整備を計画しているが、そのうち水力発電は計 14 MW に

過ぎない。 

インドネシア政府は、2008 年 11 月に非石油燃料への転換を重視した国家電力総合開発計画

（Rencana Umum Ketenagalistrikan Nasional: RUKN）を発表し、今後、水力・地熱を含む再生可能エネ

ルギーを活用した電源開発を目指すこととした。こうした動きを受け、電源開発を推し進めるうえで

豊富な国産エネルギーを有効活用できる水力開発のニーズが高まっている。 

トンセアラマ水力発電所は、トンダノ湖を水源とするトンダノ川の最上流に位置し、水車・発電機

3 台を有し設備容量は合計で 15 MW である。これはミナハサ系統における水力発電設備約 50 MW 

の 3 割強にあたり、また今後も水力開発計画が殆どない同系統においては貴重な存在である。 

同発電所のうち、1 号機 (4.44 MW) の水車・発電機・水圧鉄管は 1920 年に山梨県の谷村発電所に

建設された後、1943 年に旧日本軍により現在地に移設された設備である。1950 年の営業運転開始か

ら既に 62 年が経過したが、水車、発電機、水圧鉄管などの主要設備は建設当時の設備が殆どそのま

ま使用されているため、老朽化や劣化が著しく、出力の低下、水圧鉄管の腐食・板厚減少、ガイドベ

ーンからの漏水、発電機の絶縁劣化など数々のトラブルが報告されている。近年、トラブルの多かっ

た入口弁や水車発電機軸等は取替えられたが、低下した発電可能出力の回復にまでは至っていない。

水車、発電機、水圧鉄管は通常の耐用限度を過ぎており、部分的な改修では本来の機能を回復するこ

とが困難である。 

このような状況のもと、インドネシア国政府は我が国にトンセアラマ水力発電所 1 号機の更新に係

る無償資金協力を要請したものである。 

この要請に対し日本国政府は、本計画に係る協力準備調査を行うことを決定し、独立行政法人国際

協力機構がこの調査を実施した。当機構は 2012 年 8 月 5 日より 9 月 22 日まで協力準備調査団をイン

ドネシア国へ派遣した。調査団はインドネシア国関係者と協議を行うとともに、計画対象地域におけ

る現地調査を実施した。本調査の目的は本計画の必要かつ最適な内容及び規模を検討するとともに、

その効果並びに無償資金協力としての妥当性を確認することである。帰国後の国内作業の後、同年
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12 月 18 日から 23 日まで追加現地調査を実施し、2013 年 1 月 6 日から 11 日まで概要説明調査団をイ

ンドネシア国に派遣した。 

本計画は、北スラウェシ州において現在稼働中ながら老朽化による出力低下の著しいトンセアラマ

水力発電所 1 号機の設備を更新することにより、電力の安定供給強化を図り、もって再生可能エネル

ギー利用促進による温室効果ガス排出量の削減に寄与するものである。 

なお、本計画は、政府の方針に則り平成 24 年度要望枠「グリーン成長の促進（新エネルギー導入・

促進事業）」の一環として協力準備調査を実施するものであり、我が国中小企業等の優れた製品・技

術の活用を前提として設計方針等を検討した。 

本計画は、次の基本方針に基づき策定した。 

1) 水車、発電機、水圧鉄管を全面的に更新し、設備の信頼性・安全性の回復と共に、効率アッ

プにより発電出力の増加を図る。 

2) 水圧鉄管と水車の接続レイアウトを見直し、水圧鉄管と入口弁における損失水頭の軽減を図

る。 

3) 取水口を改造し、取水口におけるトラブルの解消を図るとともに、取水堰からの無効放流を

減らし、水資源の有効活用を図る。取水口の改造に伴い、取水口スクリーン、除塵設備、土

砂吐きゲートも更新する。 

4) 発電機の更新に伴って所内電力供給設備も更新し、所内電力供給システムの改善を図る。 

5) 更新設備は、運転・維持管理が行い易い設計とする。 

6) 特に水車・発電機は、日本で近年開発された中小水力発電向け省力化技術を採用する。 

7) 発電所建屋は、建設当時の木造建物を再利用し、モニュメントとして活用する。 

インドネシア国側の要請内容を上記の基本方針にて検討の結果、次の協力が最適案であると判断さ

れる。 

 

機材・名称 内容 
1. 1 号水車 更新 
2. 1 号発電機 更新 (発電機構造の変更） 
3. 1 号主要変圧器 更新  
4. 1 号用 15 kV スイッチギア 更新 (回路電圧を 6.3 kV に変更） 
5. 所内電力供給システム 更新 (システム構成の変更） 
6. 1 号用直流電源設備 追加 
7. 1 号用制御盤・保護継電器盤 更新 
8. 1 号天井クレーン 撤去 (2 号クレーン利用に変更） 
9. 1 号水圧鉄管 更新 
10. 1 号鉄管弁 更新 
11. 取水口 拡幅 (スクリーン、除塵機、角落しの更新) 
12. 土砂吐きゲート 更新 
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本計画は単年度案件として実施し、全体工程は交換公文（E/N）の締結から工事の完了まで 24 ヶ

月を要する。この内、実施設計期間は約 4 ヶ月間、また、機材調達期間は設計製作、輸送、据付工事、

現場試験、初期操作・運用指導を含めて約 18.5 ヶ月間である。 

本計画の概算事業費は約 17.98 億円（日本側 17.89 億円、インドネシア国側 0.09 億円）と見

込まれる。 

本計画の実施により、以下の効果が期待できる。 

1) 定量的効果 

 

成果指標 現状 事業完成後 
1 号機定格出力 4.44 MW 4.9 MW 
1 号機年間発生電力量 (発電端) 7.5 GWh 27.1 GWh 
設備利用率 19.3% 63.1% 
CO2 排出量の削減効果 2,925 CO2 ton/年 10,569 CO2 ton/年 

 

2) 定性的効果 

(a) トンセアラマ発電所 1 号機の復旧のみならず、所内電源供給設備の改善ならびに取水口

問題の解消により、トンセアラマ水力発電所全体の運用強化が図られる。 

(b) スラウェシ島北部地域の電力供給の安定化とディーゼル発電所における化石燃料削減に

も寄与する。 

(c) 再生可能エネルギーである水力資源が有効活用され、エネルギー安全保障への貢献及び

温室効果ガス排出量の削減が期待される。 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが広く住民

の基礎的生活条件の向上にも寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して、我が国の

無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。さらに、本プロジェクトの運営・維持管理につ

いても、インドネシア側の体制は人員・資金ともに十分で問題ないと考えられる。 
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写真集 
 

写真-1 導水路上流側の現況 写真-2 導水路上流側の船型除塵機 
(水草除去用) 

 

 

 

写真-3 導水路中間地点の除塵機 写真-4 導水路中間地点で収集された塵芥 
 

 

写真-5 取水口の現況 
右側が取水口、左側は洪水吐きゲート 

写真-6 取水口スクリーン (水車 3 台に共用) 
奥に見えるのが土砂吐きゲート 



    

写真-7 土砂吐きゲート現況 写真-8 故障中の土砂吐きゲートの下流側 
塵芥がたまっている 

 

  

写真-9 サージタンク (水車 3 台に共用) 
水圧鉄管はこの左手になる 

写真-10 1 号鉄管弁用バルブハウス外観 

 

 

 

 

写真-11 1 号鉄管弁全景 (バルブハウス内) 写真-12 1 号水圧鉄管全景 
(サージタンク側より下流方向をみる) 

 



  

 

写真-13 1 号水圧鉄管全景 
(発電所側より上流方向を見る) 

写真-14 1 号機水圧鉄管 
リベット継手部の腐食と漏水跡 

 

 

写真-15 1 号水圧鉄管 
伸縮継手部の腐食と漏水跡 

写真-16 1 号水圧鉄管 
ボルトの腐食状況 

 

 
写真-17 トンセアラマ発電所全景 

右側建物が 1号機用、左側が 2、3号機用

写真-18 1 号機用発電所建屋外観 

 



 
写真-19 1 号機用発電所建屋内部 

木造構造 
写真-20 2、3 号機用発電所建屋外観 

手前の黄色のレールが 2・3号機用ドラフト

チューブゲートのモノレールホイスト 
 

写真-21 1 号機用天井クレーン 
手動操作形 

写真-22 1 号水車用入口弁 (青色の部分） 
手前が 1 号水車 

 

写真-23 1 号水車 （立軸フランシス水車、1917 年

製)、奥の青色が入口弁 
写真-24 1 号発電機 (1917 年製) 

 



 

写真-25 2、3 号機用発電機室 
手前が 2 号機、奥が 3 号機 

写真-26 放水路 
左側が 2、3 号水車用放水路出口、右側

が 1 号水車用放水路出口 
 

写真-27 主要変圧器 
右側が 1 号機、左側が 2 号機 

写真-28 30 kV スイッチギア屋外形配電盤 

 

 

写真-29 20kV 屋外開閉所  
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第 1 章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

(1) インドネシア国全体の電力需給状況 

インドネシア国 （以下、「イ」国） PLN の年間発電電力量（送電端）は 2000 年の 80,884 GWh

から 2009 年の 115,403 GWh と年率 4.3%で増加している。加えて PLN が独立発電事業者（IPP) や

自家発から購入している電力量は 2000 年の 9,135 GWh から 2009 年には 36,169 GWh に増加し、こ

の 10 年間で 4.0 倍、年率で 16.5%の伸びとなっている。また、発電設備容量（自家発を除く）は

2001 年時点の 21,060 MW から 2009 年の 30,360 MW に増加しており、このうち IPP の発電設備容

量が 4,720 MW と約 15%を占めている。2003 年から 2009 年にかけての設備容量の年平均伸び率は

約 3.5%であった。2009 年の発電設備別の割合は、水力 11.6%、汽力（石油火力、石炭火力、ガス

焚き火力）28.9%、ガスタービン 8.5%、コンバインドサイクル 24.3%、地熱 1.4%、ディーゼル 9.8% 

及び IPP 15.5％となっている。 

(2) スラウェシ島北部の電力需給状況 

北スラウェシ州の州都マナド市を中心とするミナハサ地区の電力系統（ミナハサ系統）の発電

設備は、2010 年時点で、総発電設備容量が 272 MW、年間発電電力量が 1,039 GWh であった。ミ

ナハサ系統は、隣接するゴロンタロ州の電力系統と 2011 年 11 月 27 日に系統連系され、その結果、

2012 年 8 月には総発電設備容量が 388.6MW に増加した。 

表 1-1  スラウェシ島北部地区の発電設備容量とピーク負荷実績 
 

 2010 年 
ミナハサ - ゴロンタロ連系前 

2012 年 8 月 
ミナハサ - ゴロンタロ連系後 

発電設備容量  272,084 kW  388, 666 kW 

ピーク負荷  184,221 kW  247,432 kW 

年間発生電力量  1,039.7 GWh - 

売電量  901.2 GWh - 
(出典： PLN Wilayah Suluttenggo 及び給電指令所） 

2012 年における発電設備の構成は、石炭火力 12.8%、地熱発電 20.6%、水力発電 13.6％、ディ

ーゼル発電 24.9%、IPP のディーゼル発電 28.1％となっている。IPP 分も含めるとディーゼル発電

が全体の 53％を占め、特に、IPP のディーゼル発電に大きく依存しているのがミナハサ系統の特

徴である。 

1-1-2 開発計画 

(1) 上位計画 

インドネシア政府は、2008 年 11 月に非石油燃料への転換を重視した国家電力総合開発計画

（Rencana Umum Ketenagalistrikan Nasional: RUKN）を発表し、今後、水力・地熱を含む再生可能
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エネルギーを活用した電源開発を目指すこととした。こうした動きを受け、電源開発を推し進め

るうえで豊富な国産エネルギーを有効活用できる水力開発のニーズが高まっている。 

(2) スラウェシ島北部の需要予測と開発計画 

ミナハサ地区の需要予測 (2010 - 2020) を表 1-2 に示す。ミナハサ系統の電化率は 2010 年時点

でジャワ・バリ地域と同等の 76.1%であり、2020 年には 98.2%を目指している。電力事情は一部

で改善されつつあるものの、未だマナド市内でも停電が発生しており、安定的な電力供給確保の

必要性が高くなっている。 

表 1-2:  ミナハサ系統 2010 - 2020 の需要予測 (2010 年作成） 

 

 2010 年 2020 年 

人口 2,265,900 2,426,800 

電化率（％） 76.1 98.2 

売電電力量 (GWh) 901.2 2,267.3 

契約電力 (MVA) 467.6 776.5 

需要家数 408,651 563,291 

発電電力量 (GWh) 1,039.7 2,556.2 

需要電力量 (GWh) 1,005.1 2,471.2 

所内電力使用量 (%) 3.3 3.3 

配電損失 (%) 10.3 8.3 

     (出典： PLN Wilayah Suluttenggo） 

上記需要予測に基づき、PLN は発電設備開発を表 1-3 と表 1-4 の通り計画している。 

表 1-3:  発電設備開発計画 (ミナハサ地区) 
 

 発電所名 所有者 種別 設備容量 完成予想年 現状 

1 Sulut II/Amurang PLN 石炭 25 MW x 2 2011/12 進行中 
2 Minahasa GT PLN ガス 25 MW x 3 2012/17/19 計画 
3 Talaud  PLN 石炭 3 MW x 2 2013/14 計画 
4 Sulut I (FTP 1) PLN 石炭 25 MW x 2 2014 計画 
5 Lelipang/Belengan  PLN 小水力 0.6 MW x 2 2014 計画 
6 Duminanga  PLN 小水力 0.5 MW x 1 2014 計画 
7 Kotamobagu I (FTP 2) PLN 地熱 20 MW x 2 2016 計画 
8 Kotamobagu I (FTP 2) PLN 地熱 20 MW x 2 2016 計画 
9 Sawangan       (*1) PLN 水力 8 MW x 2 2015 計画 
10 Amurang IPP 石炭 25 MW x 2 2013 計画 
11 Tahune (FTP 2) IPP ガス 8 MW 2013 計画 
12 Lahendong V IPP 地熱 20 MW 2014 計画 
 (続く) 
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13 Sulut I-Kema IPP 石炭 25 MW x 2 2014/15 計画 
14 Lahendong VI IPP 地熱 20 MW 2015 計画 
15 Tahuna IPP ガス 3 MW 2017 計画 
16 Sulut (PPP) IPP 石炭 55 MW x 2 2018 計画 

 合計   539.7 MW   

注 (*1)：Sawangan はトンダノ水系の 4 番目の水力発電所として計画されている。 

(出典： PLN Wilayah Suluttenggo） 

表 1-4:  発電設備開発計画 (ゴロンタロ地区) 
 

 発電所名 所有者 種別 設備容量 完成予想年 現状 
1 Gorontalo (FTP1) PLN 石炭 25 MW x 2 2012/13 進行中 
2 Gorontalo GT PLN ガス 25 MW x 1 2017 計画 
3 Taludaa II IPP 小水力 2 MW x 1 2012 進行中 
4 Taludaa I IPP 小水力 3 MW x 1 2013 計画 
5 Molotabu/Gorontalo IPP 石炭 10 MW x 2 2013 進行中 
6 Gorontalo Energi IPP 石炭 6 MW x 2 2013 計画 
 合計   112 MW   
(出典： PLN Wilayah Suluttenggo） 

1-1-3 社会経済状況 

(1) インドネシア国の国土・自然 

インドネシア国は、マレー半島東南の赤道付近に位置しており、東西およそ 5,150km に広がっ

ている。大小合わせ約 17,000 以上の島々から構成されている世界で最も大きな島国である。「イ」

国の人口は約 2 億 3 千万人で、約 300 の民族が存在するがその民族構成は、ジャワ民族 45%、ス

ンダ民族 14%、マドゥラ民族 7.5%、メラユ民族 7.5%、その他の民族 26%となっている。安定的な

経済成長を遂げており、電力需要の成長見込みが大きい。 

気候は熱帯モンスーンに属し、10 月から 5 月までの雨季と 6 月から 9 月までの乾季に、ほぼ分

かれている。トンセアラマ水力発電所の上流のトンダノ湖（北緯 01°17 ′42″、東経 124°55′

30″）付近の年間降雨量は 2,342 mm、平均気温は 23 °C である。最大風速は 18 m/s である。標高

は発電所サイトで海抜約 598.2 m、トンダノ湖で海抜約 704 m である。 

インドネシア国のほぼ中心に位置するスラウェシ島の北部、ミナハサ半島の先端部に位置する

のが北スラウェシ州である。州都はマナド市（人口約 40 万人）であり、州内は行政的に 2 つの市

と 4 つの県とに区分されるが、離島部（サンギル・タラウド諸島）及び西に隣接するゴロンタロ

州と境界を接するボラアン・モンゴンドウ県を除く地方を総称して一般にミナハサ地方と呼んで

いる。 
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(2) 国家経済 

1997 年 7 月のアジア通貨危機後、インドネシア政府は IMF との合意に基づき、銀行部門と企業

部門を中心に経済構造改革を断行した。政治社会情勢及び金融の安定化、個人消費の拡大を背景

として、2001 年に 3.6%であった経済成長率は、2005 年以降 5%後半～6%台を達成している。2009

年には世界金融・経済危機の影響を受けたものの、4.6%という比較的高い成長率を維持し、2010

年は 6.1％、2011 年も 6.5％という堅調な経済成長を達成した。 

インドネシア国の一人当たりの GDP は 3,494.6 ドル（2011 年、世銀）である。2011 年に「経済

開発加速・拡大マスタープラン (MP3EI)」が発表され、全国各島にインフラ網で連結された経済

回廊を形成する構想が明らかにされた。同プランでは、2025 年までに、名目 GDP を 2010 年比で

約 6 倍に増加させ、世界の 10 大経済大国となる目標を掲げている。 

インドネシア国における経済構造（GDP 構成比、2011 年度インドネシア政府統計）は、製造業

（24%）、農林水産業（15%）、商業・ホテル・飲食業（14%）、鉱業（12%）、建設業（10%）、金融・

不動産・サービス業（7%）、運輸・通信業（6%）となっている。 

(3) 北スラウェシ州の社会経済状況 

北スラウェシ州は、換金性の高いコプラ椰子の他に、米や野菜、丁子（クローブ）やナツメグな

どの香辛料の産地として有名である。その為に、州の中心部を占めるミナハサ地方はかつてインド

ネシア国で有数の富裕地域であった。しかし、1990 年代に丁子の価格が暴落して以来、景気は停滞

気味である。 

一方、水産業が盛んで、マナド市やビトゥン市は、漁船の基地港として繁栄している。これに伴

って、水産加工業も盛んで、鰹節、鮪節、鯖節などが生産されている。州都のマナド市は沿岸にブ

ナケン海洋公園を持ち、そこがダイビングの好適地として特に欧米人に人気が高いことから、近年

は、観光開発にも注目が集まっている。 

北スラウェシ州の人口は、2,265,900 人 (2010 年)である。州人口のうち、約 71％がキリスト教徒で

あり、イスラム教が主流のインドネシア国では例外的な存在である。 

また、州のほとんどが山岳地帯であり、平地が限られているため、交通渋滞などの弊害が目立つ。 

1-2 無償資金協力要請の背景・経緯 

インドネシア国の電力開発においては、温暖化ガス削減に資する気候変動に対応した電力供給へ

の取り組みも重要な課題となってきており、2008 年 11 月に非石油燃料への転換を重視した国家電力

総合開発計画（Rencana Umum Ketenagalistrikan Nasional: RUKN）を発表し、今後、水力・地熱を含

む再生可能エネルギーを活用した電源開発を目指すこととした。 

一方、トンセアラマ水力発電所はトンダノ湖を水源とするトンダノ川の最上流に位置し、発電設

備容量 15 MW を有している。1 号機は出力 4.44 MW ながら、1950 年に運開したインドネシア国東

部地域の最も古い水力発電所であり、これまでミナハサ地区への電力供給に重要な役割を果たして

きている。 
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このトンセアラマ 1 号機の水車･発電機・水圧鉄管は 1920 年に山梨県の谷村発電所に建設された

後、1943 年に旧日本軍により現在地に移設された設備である。1950 年の営業運転開始からも既に 62

年が経過しているが、水車、発電機、水圧鉄管などの主要設備は建設当時の設備が殆どそのまま使

用されているため、老朽化が進み、出力や設備の安全性が低下し、部分的な改修では本来の機能を

回復することが困難になっている。 

こういった状況に鑑み、インドネシア政府は、トンセアラマ 1 号機の設備を更新し、劣化した設

備出力の復旧を図ることにより、北スラウェシ系統における電力供給の安定化、および既存ディー

ゼル発電の化石燃料節減を図ることを計画し、その具体化について我が国無償資金協力による支援

を要請した。 

なお、本案件は、政府の方針に則り平成 24 年度要望枠「グリーン成長の促進（新エネルギー導入・

促進事業）」の一環として協力準備調査を実施するものであり、我が国中小企業等の優れた製品・

技術の活用を前提として設計方針等を検討する。 

1-3 我が国の援助動向 

日本の経済協力は、人材育成や経済社会インフラの整備などを通じてインドネシア国の開発に大

きく寄与してきた。インドネシア国にとって日本は最大の援助国であり、日本にとってもインドネ

シア国は最大規模の援助の供与相手国となっている。 

エネルギー分野においては、有償資金協力を通じて、電力不足が深刻なジャワ・バリ両島をはじ

めとして、各地の電力供給能力及び信頼度向上のための支援を行っているほか、温暖化ガスの排出

が少ない電源の開発に対しても支援を行っている。 

水力発電分野及びスラウェシ島電力分野に対する協力実績は表 1-5 の通りである。 

表 1-5  我が国の技術協力・有償資金協力の実績 

 

協力内容 実施年度 案 件 名 概要 

専門家派遣 2007-2010 
2011-2013 電力エネルギー政策アドバイザー 

派遣先：エネルギー鉱物資源省

電力エネルギー利用総局。 
人数：3 名 

開発計画調査

型技術協力プ

ロジェクト 

2004-2005 水力開発マスタープラン 
調査プロジェクト 

主要な水力開発のポテンシャル

サイトについて技術面、環境

面、経済面・資金面を勘案し優

先順位付けしたマスタープラン

の策定。 

2007-2008 スラウェシ島最適電源開発計画調査 

スラウェシ島における水力、地

熱、天然ガス等のローカルの一

次エネルギーを最大限活用した

2008 年から 2027 年までの 20 年

間を対象とする電源及び送電系

統に係る開発計画の策定。 

研修員受入 2010-2011 水力開発の促進コース（集団研修） 人数：2010 年度 1 名、2011 年度

1 名 
 (続く) 
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協力内容 実施年度 案 件 名 概要 

有償資金協力 

2004-2010 ラヘンドン地熱発電所拡張事業 

北スラウェシ州の州都マナドか

ら南 20km に位置する既設のラ

ヘンドン地熱発電所に地熱発電

設備（約 20MW）を建設。供与

限度額：58.66 億円 

2006-2014 プサンガン水力発電所建設事業 

アチェ州プサンガン川上流のタ

ワール湖付近において、水力発

電所（ダム水路式・計 86.4MW）

及び関連送配電設備等を建設。

供与限度額：260.16 億円 

2006-2013 アサハン第 3 水力発電所建設事業 

北スマトラ州において、水力発

電所（流れ込み式・計 154MW）

及び関連送配電設備等を建設。

供与限度額：276.42 億円 

1-4 他ドナーの援助動向 

現在は、他の援助機関によるトンセアラマ水力発電所に関連する計画は何もない。 
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第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの現状と課題 

2-1-1 組織 

スラウェシ島北部の 3 地区 (ミナハサ地区、ゴロンタロ地区、スラウェシ中央地区) の電力系統の

運営・維持管理は 2003 年に Wilayah Suluttenggo （旧 Wilayah VII）に統合された。ミナハサ地区とゴ

ロンタロ地区の電力系統は 2011 年 10 月 27 日に 150 kV 送電線で系統連系されたが、スラウェシ中央

地区とは未だ連系されておらず、連系計画は具体的に示されていない。 

現在、ミナハサ地区とゴロンタロ地区の発電設備は Wilayah Suluttenggo 傘下の Sektor Minahasa 

によって運営管理されている。また、同地区の送電線、変電所、配電線は給電指令所が運営管理を行

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2-1  PLN Wilayah Suluttenggo の組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2  PLN Sektor Minahasa の組織図 

一方、トンセアラマ水力発電所の運転・維持管理は 10 名の職員で行われている。設備の点検保守

時には他の発電所からの支援を受け、20 人乃至 30 人にて点検整備を行っている。 

Note:  

TL: Transmission Line 
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図 2-3  トンセアラマ水力発電所の組織図 

2-1-2 技術水準 

トンセアラマ水力発電所の運転・維持管理は、当該発電所の工務部と運転制御部が担当している。

彼らには、過去 60 年以上に亘って、水力発電所の運転・維持管理を行ってきた実績があり、日常点

検や性能確認試験のみならず水車・発電機のオーバーホールも独自に実施する能力と技能を有してい

る。 

2-1-3 既存施設・機材 

トンセアラマ水力発電所は 3 台の水車・発電機を有する。これらは表 2-1 に示すように段階的に

開発された。 

表 2-1  トンセアラマ水力発電所の発電設備 

 
 1 号機 2 号機 3 号機 

運転開始 1950 年 1970 年 1981 年 
設備容量 4,440 kW 4,500 kW 5,440 kW 

トンセアラマ水力発電所の各設備は、発電所職員の献身的な維持管理業務に支えられて、外見上は

良好な状態を保っている。しかし、3 号機の運開からも既に 30 年以上が経過し、腐食や経年劣化に

より、それらの電気的、機械的な性能及び使用上の信頼性・安全性が低下している。 

特に、1 号機の水車・発電機・水圧鉄管は 1920 年に山梨県の谷村発電所に建設された後、1943 年

に旧日本軍により現在地に移設された設備であり、1950 年の営業運転開始からも既に 62 年が経過し

ており、経年劣化が著しい。水車や発電機は、2008 年に部分改修が実施されたが、部分改修だけで

は本来の機能を回復することが困難になってきている。 

1 号機および所内共通設備の現状は以下の通りである。 

(1) 水車 (1 号機用) 

水車は 1920 年に日本国内に据付けられた仕様のまま、トンセアラマの地形に合わせて据付られ

たものであり、トンセアラマ向けに最適な設計がなされたものではない。その仕様は以下の通り

である。 

(a) 製造業者 Escher Wyss & Co. Zurich 
(b) 製造年 1917 年 

発電所長 

運転制御部 

(職員 5 名 + 支援 16 名) 

工務部 

(職員 3 名 + 支援７名)

土木部 

(職員 1 名 + 支援１名)

業務部 

(職員 2 名 + 臨時 2 名)
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(c) 形式 立軸フランシス水車 
(d) 定格落差 93.25 m (当初設計：114 m) 
(e) 定格流量 5.8 m3/s (当初設計：7.2 m3/s) 
(f) 定格出力 4,440 kW 
(f) 定格回転数 500 rpm 

ランナは 1960 年に交換されて現在に至っており、状態は非常によい。しかし、水車効率が低い

ため、水資源の有効利用の見地から、交換することが望ましい。 

水車内部は全般に腐食や劣化が著しく、今まで何度も補修がなされている。今でも吸出し管マ

ンホールには深さ 20 mm の侵食が見られ、漏水が起きている。 

ガイドベーン操作機構の軸受部および水車軸封水部は、潤滑材としてグリースを使用する旧式

な構造のため、グリースが外部に流れやすく、年間 400 リットルほどが消費されており、水車室

内の作業環境や下流への水質の汚染原因となっている。 

また、入口弁は劣化により漏水が著しかったため 2011 年 1 月に取り替えられたばかりである。

しかし、入口弁は水車の直前で水圧鉄管の垂直部分に取付けられているため、損失水頭が大きく

なっていることが懸念される。 

一方、水車調速機および油圧装置は 1996 年に取替えられた。 

(2) 発電機（1 号機用） 

発電機も 1920 年に日本国内に据付けられたものがそのまま使用されている。その仕様は以下の

通りである。 

(a) 製造業者 General Electric USA 
(b) 製造年 1917 年 
(c) 形式 立軸交流同期発電機 (ATB-12) 
(d) 定格出力 5,550 kVA (4,440 kW) 
(e) 定格電圧 15 kV 
(f) 力率 0.8 
(g) 定格回転数 500rpm 
(h) 周波数 50Hz 

過去のオーバーホール時の試験結果から判断すると、発電機固定子巻線は経年劣化により絶縁

物が吸湿しており、絶縁抵抗が著しく低下している。 

表 2-2  トンセアラマ発電機の絶縁抵抗値比較 
 

 1 号機 2 号機 3 号機 
 2008 年 

事故時 
2008 年 
補修後 

2005 年 
精密点検時 

2009 年 
定期点検時 

固定子巻線絶縁抵抗値 
(MΩ) 

0.15 - 0.4 260 - 520 750 - 900 1,500 - 1,800 

発電機電圧 (kV) 15 kV 6.3 kV 6.3 kV 

1 号機の発電機電圧は 15 kV で 5,550 kVA の発電機としては非常に高く、絶縁不良による地絡事

故の可能性が高くなっている。事実、2008 年に地絡事故が起きている。 
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一方、発電機励磁装置も経年劣化が著しく、頻繁に故障が発生している。特に、電圧調整装置

は旧型で予備品の調達が困難になっている。 

(3) 主要変圧器 (1 号機用) 

1 号機の主要変圧器は 1972 年製で、既に 40 年以上使用されている。その仕様は以下の通りであ

る。 

(a) 製造業者 ENERGOINVEST 
(b) 製造年 1972 
(c) 定格容量 6,000kVA 
(d) 定格電圧 15,000 V/30,000 V ±3 x 2 % 
(e) 定格周波数 50 Hz 
(f) 冷却方式 油入自冷式 
(g) 結線方式 Yd5 
(h) 短絡インピーダンス 7.7 % 
(i) 総重量 16 トン  
(j) 絶縁油重量 2.7 トン 

絶縁油の絶縁破壊電圧試験結果を表 2-3 に示す通り、1 号機主要変圧器の耐圧性能が低下してい

る。 

表 2-3  1 号機主要変圧器の絶縁油絶縁破壊電圧試験結果 

 
Energoinvest 製 

1972 年製造 基準値 
1 号機主要変圧器 

浄油前 浄油後 

絶縁油絶縁破壊電圧 > 30 kV 21 kV 40 kV 
 

絶縁油の浄油後も、絶縁破壊電圧は 40 kV までしか回復せず、主要変圧器内部の絶縁がかなり

劣化していることが懸念される。 

また、外観検査では油漏れが見られるほか、温度計も損傷している。 

一方、2、3 号機の主要変圧器には油の噴出事故に備えた防油堤や油水分離槽が用意されている

が、1 号機の主要変圧器には設置されていない。 

(4) 所内回路 

現在、1、2、3 各号機の所内電源はすべて次の 2 台の所内変圧器から供給されている。 

(a) 200 kVA、16.5/0.23 kV 所内変圧器 (AEG 製) 

 1 号機の発電機回路を電源としている。 

(b) 160 kVA、15-20/0.4-0.23 kV 所内変圧器 (UNINDO 製) 

 1 号機の発電機回路または 20 kV 配電線を電源としている。１次側の電源は手動のタップ切

替により、15 kV と 20 kV が選択できる。 

なお、トンセアラマ発電所の下流にあるタンガリ-I 発電所の取水口設備への電力供給もこれら

の所内変圧器から行われている。 
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(5) 制御盤・保護継電器盤 (1 号機用) 

水車・発電機の制御盤は従来形のアナログ計器と補助継電器を使用している。全般的に劣化が

進んでおり、操作スイッチ、指示電気計器及び補助継電器の操作不良・破損により制御・運転操

作に支障を来している。 

一方、保護継電器は従来形の機械式であるが、定期的に機能点検が実施されており、正常に動

作することが確認されている。しかし、これらは製造中止されているため、予備品の入手はでき

ない。 

(6) 直流電源装置 

各設備の制御電源は DC 110 V である。蓄電池は各号機に用意されており、1 号機用の蓄電池は

2011 年に更新されたばかりである。 

(7) 取水口土砂吐きゲート 

土砂吐きゲートは 2 門の洪水吐きゲートの右岸側に設置されており、取水口前面の土砂を定期

的に放流するためのゲートである。その仕様を以下に示す。 

(a) ゲート形式 スライドゲート 
(b) 純径間 2.500 m 

(c) 有効高 0.800 m 

(d) 数量 1 門 

(f) 水密方式 後面 4 方ゴム水密 

(g) 開閉方式 手動スピンドル式、2 本吊り 

現在は手動スピンドル式開閉機が故障しており、土砂の掃流操作を行うことができない。また、

ゲート下流側には長期間、放流操作を行っていないため、ゴミや塵芥が溜まっている。ゲート前

面にも土砂が堆積し、取水口から土砂が流入し、発電所へも流入していると推察される。トンダ

ノ湖流出部でも堆砂が問題となっており、浚渫を行ったとのことであったが、トンダノ川や取水

口付近にも同様に堆砂が進んでいると推察され、土砂吐きゲートの修復が必要と考える。 

写真 1-1、1-2 に土砂吐きゲートの現況を示す。 

 

  

写真 1-1 土砂吐きゲート開閉装置 写真 1-2 土砂吐きゲート下流側の塵芥 
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(8) 取水口 

取水口の諸元は以下の通りである。 

(a) 取水口 
 幅 2.500 m×2 門 

 鉛直高 2.85 m 

(b) スクリーン 
 形式 鋼製バースクリーン 

 目幅 35mm 

 数量 1 面 

 全幅 6.000 m 

 鉛直高 4.300 m 

現地操作員からのヒアリングによれば、現況の取水口は呑み込み流量が多くなると、過大な流

速により取水口スクリーンの前面で渦を巻く、空気を連行する、スクリーンパネルがたわむ、ス

クリーンの振動が発生する、などの不具合が現れる。 

最大取水量 Q=19.7m3/s のとき、現況のスクリーン通過流速(V)は、次に示すとおり、1.382 m/s

となり、一般的な通過流速に比べ速い。 

 

V = Q/A 

 =19.7 m3/s / (2.5 m x 2 x 2.85 m) 

 =19.7 m3/s / 14.25 m2 

 =1.382 m/s > 0.6 m/s 

ここに、A : スクリーン通過部（取水口開口部）の面積 

既設取水口の開口部面積は、取水量に比べ小さいため、開口部を拡げるなどの対策が必要と考

える。また、既設取水口には角落し（幅 2.5m）が設置できるようになっている。取水口の拡幅に

合わせ、新たな角落しを計画する必要がある。 

写真 2-1、2-2 に取水口の現況を示す。 

 

写真 2-1 取水口（右側が取水口） 写真 2-2 取水口スクリーン 
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(9) 取水口除塵設備 

トンダノ湖およびトンダノ川には、ホテイアオイが多く存在し、取水の妨げになっている。現

在は湖の流出部に中国製の作業船 2 台を購入し、ホテイアオイの撤去作業を行っている。取水口

の上流側には、トンダノ川を横断する形でホテイアオイ捕捉用の桟橋が設置され、捕捉したホテ

イアオイを人力により回収している。 

これら上流にある除塵設備で取り逃がした塵芥が取水口に到達する。取水口での塵芥の種類は、

主にペットボトル、ビニール、藻、水草などである。 

この塵芥処理のため、取水口スクリーンに固定式前面降下前面掻上除塵機が取付けられている。 

現況の除塵機は、外観は老朽化しているものの、日々の除塵作業には支障無く稼働している。

除塵運転は毎日行われ、除塵機の直下流に一時的に貯められている。1 週間に 2 回、6ton トラック

2 台によって搬出しているとのことであった。トラックへの積み込み作業は人力で行っており、4

人で 1 時間かかるとのことであった。 

取水口の拡幅、スクリーンの更新に合わせ、除塵設備の更新も必要となる。また塵芥処理の作

業性改善のためにもコンベアの設置が望ましい。 

写真 3-1、3-2 に既設除塵機と回収された塵芥を示す。 

 

  

写真 3-1 既設除塵機 写真 3-2 回収された塵芥 

(10) 鉄管弁 (1 号機) 

鉄管弁は、2 号水圧鉄管路に水を供給させつつ、1 号水圧鉄管路の維持管理時に閉塞させるため

のものである。また、1 号水圧管路の異常時に緊急閉鎖させる設備である。その仕様は以下の通り

である。 

(a) 口径 2.300m 
(b) 形式 水圧式バタフライバルブ（緊急遮断機能付き） 

(c) 数量 1 台 

現地管理者からのヒアリングによれば、現況の鉄管弁は充水バルブの故障により、開操作がで

きない。後述する水圧鉄管の更新に合わせ、鉄管弁も更新する必要がある。また、2、3 号水車に

よる発電を行いながら 1 号鉄管弁の維持管理ができるよう、主、副の鉄管弁を設けたいとの要望
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があった。既設 2 号鉄管路には、主、副の鉄管弁が設置されている。 

写真 4-1、4-2 に現況の鉄管弁を示す。 

 

 

写真 4-1 1 号鉄管弁(1) 写真 4-2 1 号鉄管弁(2) 

(11) 水圧鉄管 

現況水圧鉄管は、1950 年の運転開始以来使用され、62 年が経過している。管路は鉛直方向およ

び円周方向共にリベット接合により製作された旧式のもので、現在の主流である溶接構造以前の

製作手法である。既存の水圧鉄管の仕様は以下の通りである。 

(a) 形式 鋼製圧力管（リベット接合） 
(b) 口径 2.300m - 1.600m - 1.300m 

(c) 数量 1 条 

(d) 延長 約 150m 

(e) 設計水圧 約 114m 

(f) 使用材質 不明 

(g) 設計板厚 8mm, 10mm, 12mm, 15mm, 20mm 

外観は、腐食による表面の凸凹が明らかにわかる。管理者からのヒアリングによれば、腐食進

行を遅らせるために 3 年に一度、外面の塗装替えを行っている。また、鉄管路周辺の草刈りも頻

繁に実施し、延命化に努めている様子がうかがえる。ただし、前述の 1 号鉄管弁が使用できない

ため、内面の塗装替えができない状況である。 

1) 現地外観調査結果 

現地外観調査の結果は次の通りである。 

i) リベット接合部の腐食、漏水跡が多数見受けられる。(写真 5-3, 5-4, 5-5 参照)  

鉄管内部のリベットヘッドの腐食・摩耗状況は調査できないが、板厚の減少量が推察

すれば、リベットヘッドも腐食が進んでいると推察でき、将来的にはリベットが外れる

可能性がある。また、リベット接合は鋼板を重ね合わせて接合する構造のため、その重

ね合わせ部に水やゴミが浸入しやすく、その重ね合わせ部は特に腐食が進行しやすい。 

ii) 伸縮継手部から漏水跡が見受けられる。（写真 5-6, 5-7 参照） 

伸縮継手のパッキン劣化および伸縮部表面の腐食により、水密が確保できない常態に

なっている。伸縮面の腐食により、平滑ではないため、伸縮継手としての機能も果たせ
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ない常態になっている。また、フランジのボルトヘッドの腐食も著しい。（写真 5-8 参

照） 

iii) 鉄管表面が、腐食により痘痕状になっている。（写真 5-9 参照） 

62 年が経過しているため、経年経過による全体的な腐食が進んでいることがわかる。

内部は常時水流に曝されているため、外面よりも腐食が進行していると推察される。本

調査において、板厚測定を実施した。その結果は後述の 2) にて述べる。 

一方、2004 年 2 月には PLN 本社の技術部門が 1 号水圧鉄管の板厚測定とその評価を実

施し、報告書（No. 007. UKT. 006E. 2004）としてまとめている。その報告書によれば、

① 平均腐食量は 0.225 mm であり、年平均腐食進行量が 0.293 mm の部分もあり、あと 5
年程度（2004 年から 5 年後程度）で寿命を迎える。② その他の部分は 10～15 年程度の

余寿命と計算されるため、早急に補強や更新などの対策が必要であると述べられている。 

写真 5-1～5-10 に現況の水圧鉄管を示す。 

 

  

写真 5-1 1 号水圧鉄管全体図 
（発電所側より上流方向を見る） 

写真 5-2 1 号水圧鉄管全体図 
（サージタンク側より下流方向を見る） 

 

写真 5-3 リベット継手部の腐食と漏水跡 写真 5-4 リベット継手部の腐食と漏水跡 
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写真 5-5 リベット継手部の腐食 写真 5-6 伸縮継手部の腐食と漏水跡 
 

写真 5-7 伸縮継手部の腐食と漏水跡 写真 5-8 ボルトの腐食状況 

写真 5-9 表面の腐食状況 写真 5-10 板厚測定状況 
 

2) 板厚測定 

本調査において板厚測定を実施した。測定結果を表 2-4 に示す。 

板厚測定の結果は、局部的に板厚が著しく減少しており、設計板厚の 60 % 以下まで減少

している箇所も少なくなく、腐食の進行度がかなり高いことを示している。 

一般的に、鋼材の腐食は均一に減少するのではなく局部的に進行するが、進行が著しく進

めば外観調査結果に見られるように痘痕状になる。 

外観調査結果と板厚測定結果から判断すると、早急に全面更新が必要である。 
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表 2-4  1 号水圧鉄管板厚測定結果 
 

設計板厚 測定箇所数
板厚実測値 (mm) 

最大値 最小値 平均値 

15 mm 320 14.90 
(-0.1) 

8.12 
(-6.88) 

12.18 
(-2.82) 

12 mm 140 12.94 
(+0.94) 

7.28 
(-4.72) 

10.16 
(-1.84) 

10 mm 360 11.36 
(+1.36) 

5.76 
(-4.24) 

8.83 
(-1.17) 

8 mm 180 9.66 
(+1.66) 

6.48 
(-1.52) 

8.07 
(+0.07) 

  注：括弧内の値は設計値との比較を示す。 

(12) 放水路 

既存の 1 号水車下流側には、ドラフトチューブゲートが設置されていない。発電所下流側の放

水庭の 1 号トンネル出口には放水路閉塞用の角落し用戸溝があるが、角落しゲートは無い。一方、

2 号、3 号水車には発電所建屋の直下流にドラフトチューブゲートが設置されている。 

現地調査時の管理者ヒアリングでは、1 号水車の点検、維持管理用にドラフトチューブゲートの

設置が要望された。しかし、ドラフトチューブゲートの追加設置は既存発電所建屋の鉄筋を切る

大規模な改造が必要となるため、本計画にはこの追加設置は含めないことにする。 

写真 6-1、6-2 に放水庭および発電所下流側の現況を示す。 

 

写真 6-1 放水庭 
（左側が 2 号および 3 号水車用放水路出口、

右側が 1 号水車用放水路出口） 

写真 6-2 発電所下流側 
（2 号、3 号用ドラフトチューブゲート用の

モノレールホイストが見える） 

2-2 プロジェクト・サイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

(1) 道路 

マナド市からトンセアラマ水力発電所までは、Tomohon－Tondano 経由または Airmadidi 経由の 2

ルートがあり、いずれの道路も全線で舗装されている。どちらもマナド市から約 40 km の距離に

ある。 
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本プロジェクトの最大輸送重量物は発電機回転子でその重量は約 20 トン、車両重量を含む総輸

送重量は約 38 トン程度となるが、資機材の輸送上には特に問題はないと思われる。 

なお、トンセアラマ発電所のエントランス･ゲートより発電所までは、ヘアピンカーブが続く下

り坂になっており、その途中に木製（鉄鋼ベース）の橋が 2 箇所ある。この木製の橋は補強が必

要である。 

(2) 港湾設備 

ビトゥン港は北スラウェシ州にあり、マナド市の東、約 47 km の海岸に位置し、古くからの荷

揚げ港である。トンセアラマの発電所も、この荷揚げ港への電力供給のために建設されたという。 

ビトゥン港はコンテナターミナルと一般のターミナルに分かれている。コンテナターミナルは

JICA の資金にて 2009 年に完成している。コンテナターミナルの設備は以下の通り。 

(a) コンテナクレーン（30 トン、最大 36 トン）：3 台 

(b) コンテナヤード、コンテナクレーン（40 トン）：2 台 

(c) 一般クレーン（35 トン、ただし、現在の最大吊り荷重は 20 トン程度）：1 台 

 なお、一般クレーンは、30 年以上経過しており、老朽化が激しいため、2013 年 6 月に 100
トンクレーンを購入予定。 

(3) 用地 

現場事務所及び宿舎用地、並びに不用品の保管場所は PLN との協議による。 

(4) 配電設備 

トンセアラマ水力発電所の所内電力は、1 号発電機、30 kV 送電線、20 kV 配電線から供給可能

である。しかし、取水口改造工事などトンセアラマ発電所の全停を伴う工事期間中は、20 kV 配電

線から受電する。 

なお、所内電力は三相 380 V 及び単相 220 V で供給される。 

(5) 電話設備 

携帯電話は発電所付近ではかかり難いが、場所により使用可能である。 

2-2-2 自然条件 

(1) 位置および地形 

インドネシアのほぼ中心に位置するスラウェシ島の北部、ミナハサ半島の先端部に位置するの

が北スラウェシ州である。インドネシアの北半球側（緯度はシンガポールとほぼ同じ）であり、

海を隔てた東側には有名なマルク諸島（香料諸島）が存在する。 

首都ジャカルタから州都のマナド市（人口約 40 万人）までは直行航空便を利用しても 3 時間以

上の道程である。陸地の面積は狭いが、北方に位置するフィリピンのミンダナオ島へと連なるサ

ンギル・タラウド諸島を有しており、地理的な範囲は広い。州内は行政的に 2 つの市と 4 つの県

とに区分されるが、離島部（サンギル・タラウド諸島）及び西に隣接するゴロンタロ州（イスラ
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ム地帯）と境界を接するボラアン・モンゴンドウ県を除く地方を総称して一般にミナハサ地方と

呼んでいる。 

本計画のトンセアラマ水力発電所はトンダノ湖の北に位置し、州都マナド市から約 40 km 北東

の標高が 600 ～ 700 m の山岳地帯である。発電所は深い谷間にあり、河川沿いには密度の高い湿

地林が形成されている。 

(2) 気象 

気候は熱帯モンスーンに属し、10 月から 5 月までの雨季と 6 月から 9 月までの乾季に、ほぼ分

かれている。トンセアラマ水力発電所の上流のトンダノ湖（北緯 01°17 ′42″、東経 124°55′

30″）付近の年間降雨量は 2,342 mm、平均気温は 23 °C である。最大風速は 18 m/s である。 

表 2-5  トンダノ気象台観測データ (2011 年) 
 

2011 年 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月

降雨量 
(mm) 152 385 226 197 357 140 27 43 217 103 238 257

平均気温 
(°C) 

22.1 22.2 22.0 22.9 23.0 22.7 22.7 22.6 21.9 23.1 23.7 22.6

平均湿度 
(%) 93 92 93 92 93 92 88 87 88 90 92 91

平均風速
(m/s) 0.9 1.0 1.0 1.4 0.8 1.1 1.6 2.3 1.7 0.9 1.8 1.6

最大風速
(m/s) 7.7 10.8 10.3 18.0 7.7 7.7 9.3 9.3 7.7 6.2 7.7 10.8

(出典：マナド気象庁) 

(3) 標高 

標高は発電所サイトで海抜約 598.2 m、トンダノ湖で海抜約 704 m である。 

(4) 水質 

トンセアラマ水力発電所に流れ込む水質は 2012 年 3 月の結果が下記のように報告されている。 

(a) 温度 27 °C 
(b) DO 溶存酸素量 7.03 mg/liter 

(c) BOD 生物化学酸素要求量 < 2 mg/liter 

(d) COD 化学的酸素要求量 22 mg/liter 

(e) アンモニア (NH3-N) 0.13 mg/liter 

(f) 油脂 < 5 mg/liter 
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2-2-3 環境社会配慮 

2-2-3-1 環境影響評価 

2-2-3-1-1 環境社会影響を与える事業コンポーネントの概要 

本プロジェクトは、既存の水力発電所のリハビリ事業であり、水車、発電機、水圧鉄管等の設備更

新と共に取水口の拡幅を行うものである。主要な事業コンポーネントは以下の通りである。 

(1) 1 号機水車及び発電機の更新 

(a) 1 号機定格出力： 5,550 kVA (4,440 kW) から 5,440 kVA (4,900 kW) に変更 
(b) 発電設備： 水車・発電機の更新に伴う 1 号機発電設備の撤去・更新 

(c) 関連土木工事： 水車・発電機の更新に伴う 1 号機発電所フロアの改造 

(d) 関連建築工事： 発電機のレイアウト変更に伴う 1 号機発電所上部建屋の撤去・更新 

(2) 1 号水圧鉄管の更新 

(a) 水圧鉄管： 水圧鉄管と鉄管弁の撤去・更新 
(b) 関連土木工事： 水圧鉄管の更新に伴うコンクリート基礎の撤去・更新 

(c) 関連建築工事： 鉄管弁の更新にともなうバルブハウスの更新 

(3) 取水口の拡幅 

(a) 取水口幅： 2.5 m x 2 門から 4.0 m x 2 門に変更 

(b) 関連土木工事： 取水口の拡幅・改造 

(c) 関連設備工事： 取水口スクリーン、除塵機、角落し、土砂吐けゲートの撤去・更新 

2-2-3-1-2 ベースとなる環境社会の状況 

トンセアラマ水力発電所は、北スラウェシ州ミナハサ県北トンダノ地区のトンセアラマ村にあり、

その位置は東経 124 度 51 分 21 秒 北緯 1 度 19 分 19 秒である。トンセアラマ水力発電所の水源はト

ンダノ湖で、トンダノ川を経由して発電所に流れ込んでいる。プロジェクトサイトは既存の発電所敷

地内であり、保護区内に立地しておらず、また保護区に影響を与えない。 

表 2-6 に、トンセアラマ村の社会経済データを示す。 

表 2-6  トンセアラマ村の社会経済データ（2012 年） 
 

項目 値 
人口 
 人口 1,878 
 世帯数 547 
教育 
 高等学校数 0 
 中学校数 0 
 小学校数 1 
 幼稚園／宗教学校の数 1 
医療 
 保健センター数 1 

      （出典：Kantor Camat Tondano Utara） 
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2-2-3-1-3 相手国の環境社会配慮制度・組織 

(1) 関連法規制 

本事業の環境社会配慮にかかるインドネシア国の環境関連法規制を表 2-7 に示す。 

表 2-7  環境関連法規制 
 

Regulation No. Regulation Title 
Law No: 32 of 2009 Environmental Protection and Management 
Government Regulation for the Republic of 
Indonesia No: 27 of 2012  

Environmental Permission 

Government Regulation 
No: 82 of 2001 

Water Quality Management and Water Pollution 
Control 

Government Regulation 
No: 41 of 1999 

Air Quality Management and Pollution Control 

Minister of Environment 
Decree No: 48/MENLH/11/1996 

Standard Quality of Noise Level 

Minister of Environment 
Decree No: 49/MENLH/11/1996 

Standard Quality of Vibration Level 

Minister of Environment 
Decree No: 50/MENLH/11/1996 

Standard Quality of odor level 

（調査団作成） 

(2) 環境社会配慮制度 

インドネシアにおける環境影響評価制度は、AMDAL（Analisis Mengenai Dampak Lingkungan 

Hidup）と呼ばれている。 

トンセアラマ水力発電所は、インドネシア国で AMDAL 制度が制定される以前に建設されたも

のであることから AMDAL 承認を得ていなかった。そこで PLN は「No: 660/BLH/87/VI-2011 トン

セアラマ水力発電所の運転に関する環境管理書類（DPLH：Dokumen Pengelolaan Lingkungan 

Hidup）」を作成し、2011 年 6 月にミナハサ県環境局（BLH：Badan Lingkungan Hidup）局長の承認

を取得した。それに基づき、PLN は 3 ヶ月毎に環境モニタリングを実施し、BLH に環境管理計画

書（RKL：Rencana Pengelolaan Lingkungan Hidup）および環境モニタリング計画書（RPL：Rencana 

Pemantauan Lingkungan Hidup）を提出している。 

取得済みの環境承認の変更申請については、「Government Regulation for the Republic of Indonesia 

No: 27 of 2012 regarding Environmental Permission」の第 50 条に明記されており、変更申請が必要と

なる活動として次の項目が挙げられている。 

(a) 事業主の変更 
(b) 環境管理・モニタリングの変更 
(c) 環境に影響する事業活動の変更 
(d) 環境に及ぼす影響の変化 
(e) 承認後 3 年以上に渡る事業未開始 

なお、(c) 環境に影響する事業活動の変更の一つとして、水車・発電機の出力増加が挙げられて

いるが、本プロジェクトの出力増加はごく僅かで、環境に追加的な影響を及ぼすものでないこと

から、環境承認の変更申請は不要である。 

しかしながら、PLN は本事業の実施による環境影響をモニタリングし、通常の稼動に対する環



インドネシア共和国トンセアラマ水力発電所改修計画準備調査 第 2 章  プロジェクトを取り巻く状況 
  

 

2 - 16 

境モニタリングと合わせ、RKL/RPL で BLH に報告を行うこととする。 

2-2-3-1-4 代替案 (ゼロオプションを含む）の比較検討 

環境社会配慮の観点からゼロ・オプションを含む代替案を検討した。 

代替案 0：プロジェクトの実施なし 

代替案 1：既存のトンセアラマ水力発電所のリハビリ（本事業） 

代替案 2：新規水力発電所の建設 

インドネシア国の好調な経済成長により、電力需要は伸び続けていることから、電力安定供給のた

めの電源確保は最重要課題の一つである。その上、電力供給の不足は、ディーゼル発電機の利用増加

に繋がる恐れがあり、環境に悪影響を与える。そのため、ゼロ・オプションである代替案 0 の採用の

可能性は低い。 

残り 2 つの代替案を比較検討すると、代替案 1 は既存の取水堰を使用するものであることから、代

替案 2 に比べて環境に対する悪影響が少ない。新規水力発電所の建設は、自然環境に重大な影響を及

ぼし、また用地取得や非自発的住民移転が生じる可能性もある。そのため、現状では代替案 1 (本事

業) が最も実施可能性の高い案である。 

2-2-3-1-5 スコーピング 

環境スコーピング結果を表 2-8 に示す。 

表 2-8  環境スコーピング 
 

環境項目 
スコーピング 

評価理由 
工事中 完成後 

1. 汚染対策 

大気汚染 B- D 工事車両および建設機器により埃や排出ガスが増大

するが、プロジェクトサイト周辺に住宅地が見られな

いことから、それによる影響は想定されない。しかし

ながら作業員に対する適切な配慮は必要である。 
水質汚濁 D D 本プロジェクトでは、取水口の拡張が行われるが、そ

れによる水質の悪化は想定されない。 
土壌汚染 C- D 既存設備から油漏れが生じると影響を及ぼす可能性

がある。 
廃棄物 B- D 機器の交換により、廃棄物が発生する。適切な廃棄物

管理が必要である。 
騒音・振動 D D 工事による騒音・振動の発生が考えられるが、環境基

準を順守する。また、プロジェクトサイト周辺に住宅

地が見られないことから、それによる影響は想定され

ない。 
地盤沈下 D D 本プロジェクトの実施による地盤沈下は想定されな

い。 
悪臭 D D 古い設備の解体により悪臭が発生する可能性がある

が、環境基準を順守する。また、プロジェクトサイト

周辺に住宅地が見られないことから、それによる影響

は想定されない。 
底質 D D 本プロジェクトでは、底質を汚染するような活動は行

われない。 
交通事故 C- D 工事中は撤去品・廃棄物の搬出及び更新設備の搬入が

頻繁に行われるため、交通事故が起きる可能性がある

  (続く) 
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環境項目 
スコーピング 

評価理由 
工事中 供与後 

2. 自然環境 

地形・地質 D D 地形・地質に対する負の影響の発生は想定されない。

土壌浸食 D D 該当なし 
地下水 D D 該当なし 
水文学的状況 D D 該当なし。 
沿岸域 D D 該当なし 
生態系・動植物の生息・

生育環境 
D D 生態系に対する負の影響の発生は想定されない。 

気象 D D 該当なし 
景観 D D 該当なし 
地球温暖化 D B+ 本プロジェクトは、ミナハサ系統における電力供給を

安定させ、既存ディーゼル発電所の化石燃料節減を図

ることから、GHG 排出は減少する。 

3. 社会環境 

非自発的住民移転 D D 本プロジェクト活動に伴う非自発的住民移転等は発

生しない。 
雇用や生計手段等の地域

経済 
B+ B+ 工事中は雇用機会の増加が想定され、また安定した電

力供給は、周辺地域の生計を向上させ得る。 
土地利用や地域資源利用 D D 該当なし 
社会関係資本や地域の意

思決定機関等の社会組織

D D 該当なし 

既存の社会インフラや社

会サービス 
D D 該当なし 

貧困層・先住民族・少数

民族 
D D 該当なし 

被害と便益の偏在 D D 該当なし 
文化遺産 D D 該当なし 
地域内の利害対立 D D 該当なし 
水利用、水利権 D D 該当なし 
公衆衛生 C- D 工事期間中の作業員の増加により公衆衛生に問題が

生じる可能性がある。 
HIV/AIDS 等の感染症 C- D 工事に従事する作業員によって HIV/AIDS 等感染症が

広がる可能性がある。地域住民も含めた感染症に関す

る啓発活動を行うなど、対応策が必要である。 

A+/-: 重大な正/負の影響が予測される 

B+/-: 多少の正/負の影響が予測される 

C+/-: 未知の正/負の影響が想定される 

D+/-: 影響なし 

（調査団作成） 

2-2-3-1-6 影響評価 

本プロジェクトは、既存の水力発電所のリハビリ事業であり、本事業活動は当該水力発電所の敷地

内で行われ、工期も比較的短いことから、自然環境や社会環境に対する追加的な負の影響は最小限で

あると考えられる。影響評価の特記事項は以下の通りである。 

(1) トンセアラマ発電所上流域への影響 

トンダノ川の最上流にあるトンセアラマ水力発電所は、トンダノ湖から流出するトンダノ川を

導水路として使用している。以前は、トンセアラマ発電所の取水堰の水位が高くなるたびに、ト

ンダノ湖出口付近の導水路右岸にある多数の民家が浸水し、度々住民から苦情が出ていた。その
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対策として、PLN は導水路の護岸を 60 cm 嵩上げする工事を実施し 2012 年 8 月に完成した。この

護岸嵩上げ工事の完成により、トンセアラマ発電所の運用に起因する民家浸水の恐れはなくなっ

た。 

(2) トンセアラマ発電所取水堰下流域への影響 

取水口拡幅工事期間中はトンセアラマ取水堰から放流する。トンセアラマ水力発電所の下流に

はタンガリ第 1 水力発電所があり、トンセアラマ発電所取水堰からタンガリ第 1 水力発電所まで

の河川域には周辺住民による水利用・土地利用は確認されない。したがって、取水堰からの放流

によって、タンガリ第 1 水力発電所までの河川が増水しても、何の影響も予見されない。 

(3) 工事車両による車両通行への影響 

トンセアラマ発電所のエントランス・ゲート及び水圧鉄管・鉄管弁の搬入ゲートは、ヘアピン

カーブの続く幹線道路に面しているため、本プロジェクトの資機材の搬入・搬出時には、安全確

保のため、道路の一時通行止めが必要となる。しかし、１回当たりの通行止めは数分程度であり、

車の通行量も比較的少ないため、その影響は少ないと考えられる。 

(4) 変圧器絶縁油中の PCB 

撤去の対象となっている 3 台の変圧器中の油に PCB が混入している可能性が懸念されたため、

PLN が行ったサンプル分析結果を検討した。10mL 中の濃度はそれぞれ、6.19 ppm、26.4 ppm、9.87 

ppm であり、「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約」が定めている規制対象値（50 

ppm）以下であり、インドネシア国内法でも規制の対象とはならないことを確認した。なお、本プ

ロジェクトでは PCB を含む廃棄物として、PLN が定めている「有害廃棄物取扱手順書」に則して

管理される。 

2-2-3-1-7 緩和策 

本事業実施に伴う環境面での負の影響に対し、緩和策の検討を行った。 

表 2-9  緩和策 
 

No. 影響 想定される緩和策 実施機関 責任機関 
工事中 
1 大気汚染 作業員へのマスク配給。 請負業者 PLN 
2 土壌汚染 撤去された設備の一時置き場の確保と、

適切な処理の実施 
PLN PLN 

3 廃棄物 廃棄物・廃材の一時置き場の確保と、適

切な管理の実施 
PLN PLN 

4 交通事故 交通整理要員の適切な配置。 請負業者 請負業者 
5 公衆衛生 公衆衛生に関するトレーニングの実施 PLN 及び 

請負業者 
PLN 及び 
請負業者 

6 HIV/AIDS 等の感

染症 
感染症増加を予防するための啓発プロ

グラムの実施 
PLN 及び 
請負業者 

PLN 及び 
請負業者 

（調査団作成） 

2-2-3-1-8 モニタリング計画 

本事業の実施に当たっては、定期的かつ適切な頻度によって環境・社会影響のモニタリングを実施

しなければならない。PLN との協議によって作成したモニタリング計画を表 2-10 にまとめた。 
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表 2-10  モニタリングフォーム 
 

MONITORING FORM 
Tonsealama Hydropower Station Rehabilitation Project 

 
1. Responses/Actions to Comments and Guidance from Government Authorities and the Public 
 

Monitoring Item Monitoring Results during Report Period 
Consultation with BLH regarding the additional 
environmental permit 

 

Explanations to the Public (for the construction 
work on the bridge) 

 

 
2. Mitigation Measures 

- Air Quality（Emission Gas / Ambient Air Quality） 

Item Unit Country’s 
Standards 

Measured 
Value Frequency Responsibility

Dust (24 hours) µg/Nm3 150  Continuously PLN 

- Water Quality（Effluent/Wastewater/Ambient Water Quality） 

Item Unit Country’s 
Standards 

Measured 
Value Frequency Responsibility

A. Physic      
Temperature °C Deviation 3°C    
Total Dissolved Solid 
(TDS) 

mg/l 1,000  

Total Suspended 
Solid (TSS) 

mg/l 50  

B. Chemical    
DO mg/l 4  
BOD mg/l 3  
COD mg/l 25  
Ammonia (NH3-N) mg/l -  
Oil and grease mg/l 1  
Total of coli bacteria MPN/100 ml 10,000  

- Noise 
Item Unit Country’s 

Standards 
Measured 

Value 
Frequency Responsibility

Turbine room dBA 85  

Quarterly PLN Generator room dBA 85  
Control room dBA 70  
Power yard dBA 70  

- Odor 
Monitoring Item Monitoring Results during Report Period 

Odor  

- Waste 
Monitoring Item Monitoring Results during Report Period 

Transformers replaced  
Construction waste  
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2-2-3-2 用地取得・住民移転 

本プロジェクトは既存の水力発電所のリハビリ事業であり、プロジェクト活動は当該水力発電所の

敷地内で行われることから、用地取得や住民移転は発生しない。 

2-3 トンセアラマ水力発電所 2、3 号機の現況 

(1) 2、3 号機の諸元 

トンセアラマ水力発電所の 2 号機及び 3 号機の主要諸元は表 2-11 の通りである。 

表 2-11  2 号機及び 3 号機の主要諸元 
 

 
項目 2 号機 3 号機 

1 運転開始年 1970 1981 

2． 水車   

 (a) 製造業者 Stork Holland Andritz Escher Wyss Zurich

 (b) 落差 89.55 m 93.25 m 

 (c) 流量 6.45 m3/s 6.77 m3/s 

 (d) 水車形式 立軸フランシス水車 立軸フランシス水車 

 (e) 定格出力 6,750 kW 5,670 kW 

 (f) 定格回転数 600 rpm 600 rpm 

3. 発電機   

 (a) 製造業者 BBC (Brown Boveri) BBC (Brown Boveri) 

 (b) 形式 普通形、立軸同期発電機 普通形、立軸同期発電機 

 (c) 定格出力 6,000 kVA (4,500 kW) 6,800 kVA (5,400 kW) 

 (d) 定格電圧 6.3 kV 6.3 kV 

 (e) 定格力率 0.75 0.75 

(2) 2、3 号機の現況 

2 号機は 1970 年の営業運転開始から 42 年以上経過し、経年劣化や腐食により健全性が低下して

いる。特に、2 号機の発電機は絶縁劣化の兆候が見られ、励磁装置や制御盤は経年劣化が著しい。

2 号機は標準的な耐用年数（25 年程度といわれている）を過ぎて使用されているため、今後も長

期的な継続運転を可能とするためには、部品交換や機器更新等の補修により早急に機能回復を図

る必要がある。 

一方、3 号機も 1981 年の営業開始から 31 年以上が経過しており、励磁装置や制御盤には経年劣

化が見られる。水車や発電機には、今のところ、健全性低下の兆候は見られないが、やはり標準

的な耐用年数を過ぎて使用されているため、そろそろ機能維持・回復のための補修計画を立案す

る時期を迎える。 
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(3) 2 号機の補修計画の提言 

トンセアラマ水力発電所の電力安定供給力の維持及び水資源有効利用の観点から、健全性が懸

念される 2 号機の機能回復を図るため、早急に 2 号機の補修を実施することを提言する。 

現状から判断される必要最小限の補修項目は以下の通りである。 

(a) 水車軸受の取替 
(b) 水車操作機構軸受の取替・グリースレス化 

(c) 発電機固定子巻線の巻替 

(d) 発電機軸受の取替 

(e) 水車・発電機の温度計、測温抵抗体、各種検知器の取替 

(f) 発電機励磁装置の更新 

(g) 監視制御盤及び自動制御盤の更新 

(h) 保護継電器盤の更新 
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第 3 章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

トンセアラマ水力発電所は、トンダノ湖を水源とするトンダノ川の最上流に位置する水力発電所

で、3 台の発電設備を有し、設備容量は合計で 15 MW である。これはミナハサ系統における水力発

電設備約 50 MW の 3 割強にあたり、今後も水力開発計画が殆どない同系統においては、貴重な存

在である。 

同発電所の 1 号機（出力 4.44 MW) の水車、発電機及び水圧鉄管は 1920 年に山梨県の谷村発電

所に建設された後、1943 年に旧日本軍により現在地に移設された設備である。1950 年の営業運転開

始から既に 62 年が経過したが、水車、発電機、水圧鉄管などの主要設備は建設当時の設備が殆どそ

のまま使用されているため、老朽化や劣化が著しく、出力の低下、水圧鉄管の腐食・板厚減少、ガ

イドベーンからの漏水、発電機の絶縁劣化など数々のトラブルが報告されている。近年、トラブル

の多かった入口弁、水車発電機軸、発電機巻線などの取替が実施されたが、低下した発電可能出力

の回復にまでは至っていない。水車、発電機、水圧鉄管は通常の耐用限度を過ぎており、部分的な

改修では本来の機能を回復することが困難である。 

一方、インドネシア政府は、2008 年 11 月に非石油燃料への転換を重視した国家電力総合開発計

画（Rencana Umum Ketenagalistrikan Nasional: RUKN）を発表し、今後、水力・地熱を含む再生可能

エネルギーを活用した電源開発を目指すこととした。 

こういった状況に鑑み、本プロジェクトは 1 号機の水車、発電機、水圧鉄管及びそれらの運転に

不可欠な所内共通設備を全面更新し、発電出力の増加並びに劣化した発電設備と水圧鉄管の信頼

性・安全性の復旧と共に、取水口設備の機能回復を図り、水資源の有効活用と今後の長期連続運転

を可能とすることを目的とする。これにより、北スラウェシ系統における電力供給の安定化及び既

存ディーゼル発電の化石燃料節減など長期的な裨益効果が期待できる。 

3-2 協力対象事業の基本設計 

3-2-1 設計方針 

3-2-1-1 基本設計方針 

本リハビリ計画は、次の基本方針に基づき策定した。 

(1) 1 号機の水車、発電機、水圧鉄管を全面的に更新し、設備の信頼性・安全性の回復と共に、効

率アップにより発電出力の増加を図る。 

(2) 水圧鉄管と水車の接続レイアウトを見直し、水圧鉄管と入口弁における損失水頭の軽減を図る 

(3) 取水口を改造し、取水口におけるトラブルの解消を図るとともに、取水堰からの無効放流を減

らし、水資源の有効活用を図る。取水口の改造に伴い、取水口スクリーン、除塵設備、土砂吐

きゲートも更新する。 

(4) 1 号発電機の更新に伴って所内電力供給設備も更新し、所内電力供給システムの改善を図る。 

(5) 更新設備は、運転・維持管理が行い易い設計とする。 
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(6) 特に水車・発電機は、日本で近年開発された中小水力発電向け省力化技術を採用する。なお、

政府の方針を踏まえ水車については、我が国中小企業製品を前提として設計を行う。 

(7) 1 号機の発電所建屋は、建設当時の木造建物を再利用し、モニュメントとして活用する 

(8) 設備設計及び土木・建築設計に必要な各地点の標高や寸法は、本調査団が 2012 年 9 月に実施

した地形測量結果に基づく。 

3-2-1-2 他号機への配慮 

取水口の改造工事及び水圧鉄管の撤去・更新工事は、約 7 ヶ月に亘ってトンセアラマ水力発電所

の全台停止が必要となる。2 号機及び 3 号機の運転停止時間が少しでも短縮できるよう工事方法及

び手順を検討し、それらが実現できるように資機材の調達計画を決定する。 

一方、トンセアラマ水力発電所の全停期間中、スラウェシ島北部地域の電力供給に支障を来たさ

ぬよう、給電指令所を通じて他の発電所からの電力供給量の調整を行う。 

3-2-1-3 自然条件に対する方針 

トンセアラマ発電所は熱帯に位置するため、供給される資機材はすべて高温、多湿、豪雨など熱

帯地方特有の条件下で、発送、保管、据付及び使用するために必要な処理を施すことにする。 

また、年間平均気温と水温は、国際規格で定める標準使用状態を超えており、変圧器などの温度

上昇限度や水冷却設備の冷却効率に影響するため、これらの高温条件を反映した設計をする。 

表 3-1  標準使用状態とサイトの自然条件 
 

 機材の標準使用状態 サイトの自然条件 

標高 1,000 m 以下 593 m 

最高周囲温度 40 °C 以下 30 °C 

年間平均気温 20 °C 以下 22.6 °C 

水温 25 °C 以下 27 °C 

3-2-1-4 適用規格に対する方針 

本計画の設計にあたっては、基本的に日本工業規格 (JIS) を適用するが、電気設備には国際電気

標準会議規格 (IEC) を適用する。なお、一部の電気設備、電線、ケーブルには電気学会・電気規格

調査会標準規格 (JEC) 及び日本電機工業会規格 (JEM) の適用を認める。 

3-2-1-5 現地業者、現地資機材活用の方針 

インドネシアには、変圧器、配電盤、ケーブルなどの電気設備で、品質の優れた製品を設計・製

作・据付している現地業者が数社ある。本計画の工期は比較的短いため、資機材は業者契約後 12 ヶ

月以内に納入されることが要求されており、納期さえ厳守できるのであれば、これら現地業者の活

用も可能である。なお、水車、発電機、水圧鉄管などの主要設備は、日本から調達する計画である。 
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一方、本計画の現地工事は、現地業者を十分に活用して実施する。しかし、本計画が位置する北

スラウェシ州周辺には、水力発電設備の据付・オーバーホールの経験を有する作業員の数が限定的

であるため、ジャワ島などの現地業者を活用せざるを得ない。 

3-2-1-6 維持・管理の技術移転に係る方針 

トンセアラマ水力発電所の運営・維持管理を担当する PLN Sektor Minahasa は過去 62 年以上に亘

って、水力発電所の運転・維持管理を行ってきた実績があり、日常点検や性能確認試験のみならず

水車・発電機のオーバーホールも独自に実施する能力と技能を有している。 

したがって、水車、発電機、調速機、励磁装置、制御盤、保護継電器など、設備更新により設備

の構成や運転方法が大きく変わる設備についてのみ、その操作及び維持管理に係る技術移転を実施

する。 

この技術移転に必要な運転・保守マニュアルは請負業者がその契約内で作成し、請負業者が現場

試験終了後に実施するものとする。 

3-2-1-7 工期に係る方針 

本リハビリ事業は既存設備と同一の敷地に新たに設備を据付る、いわゆる、スクラップ&ビルド

事業であり、既存設備の大規模な解体・撤去工事を伴う。工事範囲は水車・発電機等の発電設備の

更新のほか、水圧鉄管や取水口ゲート設備一式の更新にも及び、これらの機材更新に伴って必要と

なる土木・建築工事も含まれる。 

本リハビリ事業は単年度案件として計画されており、業者契約締結後の実質工期は 18 ヶ月程度で

あり、出力 5 MW 水力発電所の新設工事期間としては非常に短い。本事業を工期内に完成させるに

は、各設備の納期の短縮のみならず現場工事の円滑な実施が不可欠であり、秩序立てた施工計画と

工程管理のほか、複数の工事が並行して実施されるため十分な安全管理を行うよう計画する。 

3-2-2 基本計画 

3-2-2-1 施設計画／機材計画 

相手国側の要請内容を現地調査結果並びに上記「3-2-1-1 基本設計方針」に基づいて検討した結果、

1 号機、所内電力供給システム、取水口、水圧鉄管の各設備のリハビリ事業内容を表 3-2 の通り計

画する。 

表 3-2  リハビリ事業内容 
 

機材・設備名称 現地調査結果 リハビリ内容 

1. 1 号水車   

1) 水車本体 • 腐食・侵食・壊食による損傷 
• 水車効率が低い 
• ガイドベーン操作機構からのグ

リース漏れ 

• ランナを含む水車本体全体の更

新 
• 吸出し管の埋設部は再利用する

 (続く) 
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機材・設備名称 現地調査結果 リハビリ内容 

2) 入口弁 • 入口弁は水圧鉄管の垂直部に据

付られている 
• 入口弁と水車は 90° エルボ管で

接続されており損失水頭が大き

い 
• 入口弁は手動操作であるため、

自動起動・停止ができない 

• 水圧鉄管レイアウトの変更 
• 入口弁の更新 

3) 調速機  • 水車の更新に伴い、調速機を更

新 

4) 水車制御盤  • 水車・発電機の更新に伴い、水

車制御盤を更新 

5) 冷却水供給装置  • 水車・発電機の更新に伴い、冷

却水供給装置を更新 

2. 1 号発電機   

1) 発電機本体 • 固定子巻線の緩み 
• 固定子巻線絶縁材料の劣化・吸

湿、絶縁抵抗の低下 

• 発電機の更新 
• 発電機構造の変更 
• 発電機電圧の変更 

2) 励磁装置 • 全体的に経年劣化 
• 故障頻度が高い 

• 励磁装置の更新 

3) 中性点接地装置 • 中性点接地装置がない • 中性点接地装置の追加 

3. 1 号主要変圧器 • 変圧器内絶縁物の劣化 
• 絶縁油の劣化 

• 主要変圧器の更新 
• 変圧比を 30/6.3 kV に変更 

4. 16.5/0.23 kV 所内変圧器 • 経年劣化 • 所内変圧器の更新 
• 変圧比を 6.3/0.4-0.23 kV に変更 

5. 20-15/0.38 kV 所内変圧

器 
• 経年劣化 • 所内変圧器の更新 

• 変圧比を 20/0.4-0.23 kV に変更 

6. 15/0.23 kV 柱状変圧器 • 経年劣化 • 柱状変圧器の更新 
• 変圧比を 6.3/0.4 kV に変更 

7. 30 kV スイッチギア • 1 号主要変圧器保護用の遮断器

及び変流器がない 
• 30 kV 遮断器の追加 
• 30 kV 変流器の追加 

8. 20 kV スイッチギア • 20-15/0.38 kV 所内変圧器用の

20 kV 遮断器及び変流器が故障

している 

• 20 kV 遮断器の更新 
• 20 kV 変流器の更新 

9. 15 kV スイッチギア • 経年劣化 • 発電機電圧の変更に伴い、15 
kV スイッチギアを 6.3 kV スイ

ッチギアに変更 

10. 低圧スイッチギア • 経年劣化 • 低圧スイッチギアの更新 
• 所内供給回路の再構築 

11. 直流電源設備  • 水車及び入口弁に直流電動式サ

ーボモータを採用するため、1
号機専用の直流電源設備を追加

 (続く) 
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機材・設備名称 現地調査結果 リハビリ内容 

12. 制御盤 • 経年劣化 • 水車・発電機の更新に伴い、1
号機の制御盤を取替 

• 所内回路の再構築に伴い、所内

回路の制御盤を取替 
• 既存制御室から遠方制御するた

めの監視制御盤を設置 

13. 保護継電器 • 経年劣化 • 発電機・主要変圧器の更新に伴

い、発電機・主要変圧器の保護

継電器を取替 
• 所内回路の再構築に伴い、所内

回路の保護継電器を取替 

14. 1 号天井クレーン • 手動操作形 • 1 号クレーンは撤去・廃棄 
• 2 号クレーンが使用できるよう

レール及び電源ケーブルを延伸

する 

15. 1 号水圧鉄管   

1) 鉄管弁 • バイパスバルブの故障により開

操作が不可能 
• 開閉装置を含む鉄管弁全体の経

年劣化 
• 鉄管弁が 1 基しかないため、

2・3 号機運転時は 1 号鉄管弁の

維持管理ができない 

• 鉄管弁の更新 
• 主・副 2 系統の鉄管弁へ変更 

2) 水圧鉄管 • 板厚の減少による強度不足 
• リベット接合部からの漏水 
• フランジ接合部からの漏水 
• 伸縮継手からの漏水 

• 水圧鉄管の更新 

16. 取水口設備   

1) 土砂吐きゲート • 開閉機の故障によりゲート操作

が不可能 
• 土砂吐きゲートの更新 

2) 取水口スクリーン • スクリーン通過流速が早く、渦

の発生やスクリーンのたわみが

見受けられる 

• 取水口の拡幅 
• 取水口スクリーンの更新 

3) 取水口角落し  • 取水口の拡幅に伴い、角落し扉

体及びモノレールホイストを更

新 

4) 取水口除塵設備 • 電動機、減速機の経年劣化 
• 配線を含む制御盤の経年劣化 

• スクリーン全幅の変更に伴い、

除塵機を更新 

17. 土木工事   

1) 1 号機発電所建屋 • 既存コンクリートの強度は十分 • 水車・発電機の更新に伴い、発

電所建屋を改造 
• 発電機基礎の変更 

2) 1 号主要変圧器基礎  • 主要変圧器の更新に伴い、主要

変圧器用基礎を更新 
• 集油タンクの追加 

 (続く) 
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機材・設備名称 現地調査結果 リハビリ内容 

3) 30 kV スイッチギア

基礎 
 • 30 kV スイッチギアの追加に伴

い、その基礎を追加 

4) 20 kV スイッチギア

基礎 
 • 20 kV スイッチギアの更新に伴

い、その基礎を更新 

5) 1 号水圧鉄管基礎  • 水圧鉄管の更新に伴い、水圧鉄

管の基礎を更新 

6) 取水口  • 取水口幅の拡幅 

18. 建築工事   

1) 1 号機発電所建屋  • 既存の発電機フロア撤去に伴

い、建屋上部を更新 
• 木造建造物は解体後、復元・再

利用 

2) 2 号機発電所建屋  • 2 号天井クレーンを 1 号機でも

使用できるよう、1 号機側のコ

ンクリート壁を撤去 

3) 1 号鉄管弁用バルブ

ハウス 
 • 鉄管弁の更新に伴い、バルブハ

ウスを更新 

3-2-2-2 基本計画の技術的検討 

3-2-2-2-1 1 号水車の検討事項 

(1) 水車定格流量 

既設各号機と新製 1 号機の水車諸元の比較を表 3-3 に示す。 

新製 1 号機の定格水車流量は、各号機の運転特性が揃うように、2 号機 (6.45 m3/s) 及び 3 号機 

(6.77 m3/s) と殆ど同じ値の 6.5 m3/s を選定する。 

これにより、トンダノ川の最大河川流量 16 m3/s 時には、3 台それぞれが定格出力の 80 % で

運転することが可能となる。 

表 3-3  各号機の水車諸元の比較 

 
 既設 新製 

1 号機 1 号機 2 号機 3 号機 

水車形式 立軸フランシス 立軸フランシス 立軸フランシス 立軸フランシス

水車流量 7.3 m3/s 6.45 m3/s 6.77 m3/s 6.5 m3/s 

設計落差 96 m 89.55 m 93.25 m 89.5 m 

水車出力 4,440 kW 5,000 kW 5,670 kW 5,100 kW 

水車回転数 500 rpm 600 rpm 600 rpm 500 rpm 

(2) 設計落差 

1 号水車の設計落差は、次の条件にて算出した 89.5 m とする。 
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(a) 取水堰水位 EL. 683.2 m 

(b) 放水路水位 (2 台全出力運転時） EL. 590.1 m 

(c) 損失水頭 (2 台全出力運転時） 3.6 m 

(3) 水車形式 

流量 6.5 m3/s、設計落差 89.5 m に最適な水車形式は立軸フランシス水車である。 

なお、立軸フランシス水車は、既存の 1 号機、2 号機、3 号機と同じ形式であり、既存の発電

所建屋寸法を変更することなく据付が可能である。 

(4) 水車定格出力 

流量 6.5 m3/s、設計落差 89.5 m から水車定格出力は 5,100 kW となる。 

水車出力 = 9.78 x (定格流量) x (設計落差) x (水車効率) 

 = 9.78 x 6.5 x 89.5 x 0.90 

 = 5,100 kW 

(5) 水車回転数 

新製 1 号機の水車設計上から、600 rpm と 500 rpm の回転数を選択することができる。600 

rpm と 500 rpm の回転数を比較した結果を表 3-4 に示す。 

表 3-4  水車回転数による水車設計への影響 

 

水車回転数 600 rpm 500 rpm 

水車流量 6.5 m3/s 

設計落差 89.5 m 

水車出力 5,100 kW 

放水路水位 EL. 589.3 m 

吸出し高さ +0.9 m +2.7 m 

水車据付高さ EL. 590.2 m EL. 592.0 m 

水車ケーシング入口径 1.0 m 1.1 m 

ドラフトチューブ高さ 3.0 m 3.5 m 

水車コスト 100% 102% 

(a) 600 rpm の場合、水車寸法がやや小さくなって、水車コストが安くなる。一方、水車据付

高さが低くなるため、土木工事コストは増加する。 

(b) 500 rpm であれば、水車据付高さを既存水車と同じ EL. 592.0 m に据付けることができ、

水車の点検保守にとって優位となる。既存 1 号水車の回転数も 500 rpm である。 

水車の点検保守作業への優位性を考慮し、新製水車の回転数は 500 rpm とする。 
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(6) 水車据付高さ 

既存の水車は、各号機とも、水車 1 台を運転した時の放水路水位 EL. 589.3 m よりも高い EL. 

592.0 m の位置に据付られ、水車ドラフトチューブ内の抜水をしなくても水車内部の点検ができ

るようになっている。新製 1 号機の水車においても、こうした水車内部点検に配慮した設計を踏

襲して、既存 1 号水車と同じ EL. 592.0 m に据付ることにする。 

なお、水車据付高さ EL. 592.0 m は、発電所の土木工事の観点からも有利である。 

3-2-2-2-2 1 号発電機の検討事項 

(1) 発電機の構造 

既存の 1 号発電機は、推力軸受が発電機の下側に位置する特殊な構造を持っている。現在の標

準設計を採用すれば発電機は普通形構造となり、推力軸受は発電機の上部に位置する。2 号機及

び 3 号機の発電機は、この普通形を採用している。 

既存発電機と同じ構造のものを製作することは技術的には可能だが、経済的ではなく、軸長が

長いため運転時の振動が大きくなって好ましくない。 

したがって、新製発電機には普通形を採用し、2 号機、3 号機と同じレベルに据付ける。 

(2) 発電機定格出力 

 発電機端における有効電力は、水車定格出力 5,100 kW に発電機効率 (96.5% と想定) を乗じて

算出した 4,900 kW である。 

 次の(3)項で検討したとおり、定格力率を 0.9 とすれば、発電機定格出力は 5,440 kVA となる。 

(3) 発電機定格力率 

発電機力率は有効電力と無効電力の割合であり、力率が低いほど無効電力容量が大きくなり、

より大きな発電機出力が要求されるため、発電機寸法や重量が大きくなる。 

一方、近年の電力開発によりミナハサ系統の発電設備容量は 388 MW に達しており、トンセア

ラマ発電所 1 号機の設備容量はその 1.3 ％足らずでしかない。 

表 3-5  発電機定格力率 0.8 と 0.9 の比較 

 

発電機定格力率 0.8 0.9 

発電機回転数 500 rpm 

発電機有効電力 4,900 kW 4,900 kW 

発電機無効電力 3,675 kVar 2,373 kVar 

発電機定格出力 6,120 kVA 5,440 kVA 

発電機定格電圧 6.3 kV 

発電機回転子重量 23 ton 21 ton 

発電機コスト 100% 92% 
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既存の 1 号発電機の定格力率は 0.8 であるが、現在のミナハサ系統容量を考慮すれば、新製 1

号発電機の定格力率は 0.9 とするのが妥当である。 

表 3-5 に定格力率 0.8 と 0.9 の比較を示す通り、0.9 とする方がより経済的になる。したがっ

て、1 号発電機の定格力率は 0.9 とする。 

(4) 発電機定格電圧 

出力 10 MVA 以下の発電機の定格電圧は 6.6 kV 前後が採用されることが多い。新製 1 号機の発

電機電圧は、2 号機・3 号機と同じ 6.3 kV とする。 

表 3-6  各号機の発電機定格の比較 

 
 既設 新製 

1 号機 1 号機 2 号機 3 号機 

発電機定格出力 5,550 kVA 6,000 kVA 6,800 kVA 5,440 kVA 

発電機定格電圧 15 kV 6.3 kV 6.3 kV 6.3 kV 

発電機定格力率 0.8 0.75 0.8 0.9 

3-2-2-2-3 取水口スクリーン幅の検討 

取水口スクリーンの設計通過流速は通常 0.6 m/s 以下であり、最大許容流速は 1.0 m/s 以下であ

る。したがって、どんなトンセアラマ水力発電所の運転条件下でも、取水口スクリーンの通過流速

が 1.0 m/s 以下になるよう取水口幅を拡幅する。 

表 3-7  取水口スクリーン幅と通過流速 

 
 既設 第 1 案 第 2 案 

2.5 m x 2 門 3.5 m x 2 門 4 m x 2 門 

3 台最大出力運転時流量： 19.7 m3/s 1.38 m/s 0.99 m/s 0.86 m/s 

トンダノ川最大流量： 16.0 m3/s 1.12 m/s 0.80 m/s 0.70 m/s 

トンダノ川平均流量: 12.5 m3/s 0.88 m/s 0.63 m/s 0.55 m/s 

上記の検討の結果、取水口スクリーン幅は 4 m x 2 門とする。 

3-2-2-2-4 水圧鉄管の検討事項 

(1) 1 号鉄管弁 

1 号鉄管弁の前後で水圧鉄管径が 2.3 m から 1.6 m に減少する。既存の 1 号鉄管弁の口径は 2.3 

m だが、損失水頭、寸法、据付スペース、コストを考慮し、新製の 1 号鉄管弁の口径は 1.6 m に

変更する。 

また、1 号鉄管弁は主弁と副弁の 2 弁構成とし、2・3 号機が運転中でも 1 号鉄管弁の点検保守

が可能になるようにする。 
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(2) 水圧鉄管レイアウト 

水車と入口弁を水平に接続できるよう水圧鉄管のレイアウトを変更する。 

3-2-2-3 施工手順の検討 

本計画の現場工事は、工期並びにトンセアラマ発電所の全停期間を短縮する観点から、取水口、

水圧鉄管、1 号機発電所の 3 箇所で同時に並行して実施するよう計画する。各工事現場の施工手順

は、図 3-1 に示す通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1  現場工事の施工手順 

取水口設備 水圧鉄管 1 号水力発電所 

2・3 号機運転停止 
旧角落しにて止水 

導水路トンネルと

水圧鉄管から排水 

取水口仮閉切工事 

旧取水口スクリーン

旧除塵機、旧角落し

の撤去 
 旧鉄管弁の撤去 

 バルクヘッド 
 仮取付工事 

取水口拡張工事 
新取水口スクリーン

新除塵機及び 
新角落しの据付 

取水口仮閉切撤去 
2･3 号機運転再開 

 新水圧鉄管の据付 
 アンカーブロック 
コンクリート打設

2・3 号機用所内電

源供給確保 

旧発電設備の撤去 
木製建屋の解体、

旧発電所上屋撤去 

発電所建屋改造工事 

 新発電設備及び 
 新所内電気設備の

据付

現場試験 
運転操作指導 

1 号機放水口仮閉切 
水車ドラフト排水 

水圧鉄管撤去・据

付用準備工事 
• タワークレーン

 の設置 
• レールウィン 

チの設置

旧水圧鉄管の撤去 

旧鉄管弁バルブハウ

スの解体 

 バルクヘッド撤去

 新鉄管弁据付 
バルブハウス建設

2･3 号機運転停止 
新角落しにより止水

 新角落し取り外し 
 2･3 号機運転再開 
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3-2-2-4 主要機材の概略仕様 

本計画に使用する主要機材の概略仕様を表 3-8 に示す。 

表 3-8  主要機材の概略仕様 
 

No. 機器 概略仕様 数量 

1. 1 号水車   

1.1 水車本体 形式：  立軸フランシス水車 
有効落差： 89.5 m 
定格流量： 6.5 m3/s 
定格出力： 5,100 kW 
定格回転速度： 500 rpm 
その他： 電動サーボモータ方式、中間軸付き 

1 台 

1.2 入口弁 形式：  バイプレーン式 
口径： 1.2 m 
操作機構： 電動サーボモータ方式 

1 台 

1.3 調速機 形式：  電動サーボ式 
制御演算方式： デジタル PID 
速度検出方式： SSG 

1 台 

1.4 水車制御盤 制御計器： 選択スイッチ、操作・調整スイッチ 
測定計器： 指示計、水圧計、軸受温度計 
表示計器： 運転表示灯、故障表示灯 

1 台 

1.5 冷却水供給装置 主給水方式： 鉄管給水方式 
構成機器： 自動弁、主給水ストレーナ (2 台)、封 
 水ストレーナ (2 台)、流水継電器 

1 式 

1.6 排水ポンプ 形式：  ポータブル、水中ポンプ 
揚程： 15m 
吐出量： 1.0 m3/min 

1 台 

2. 1 号発電機 
  

2.1 発電機本体 形式：  立軸三相同期発電機 
回転子構造： 普通形 
冷却方式： 全閉内冷形 
定格出力： 5,440 kVA 
定格電圧： 6.3 kV 
定格力率： 0.9 
定格回転速度： 500 rpm 

1 台 

2.2 発電機ブレーキ 方式：  電磁ブレーキ 1 式 

2.3 励磁装置 励磁方式： ブラシレス励磁方式 1 台 

2.4 中性点接地装置 接地方式： 100 A 抵抗接地方式 
変流器： 100/5 A x 1 
据付方式： キュービクル内蔵形 

1 台 

 (続く) 
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No. 機器 概略仕様 数量 

3. 変圧器 
  

3.1 1 号主要変圧器 形式：  三相二巻線油入変圧器 
冷却方式： 油入自冷式 (ONAN) 
定格容量： 6,000 kVA 
定格変圧比： 6.3/30 kV 

1 台 

3.2 No. 1 所内変圧器 形式：  三相二巻線乾式モールド変圧器 
冷却方式： 自冷式 (AN) 
定格容量： 300 kVA 
定格変圧比： 6.3/0.4-0.23 kV 

1 台 

3.3 No. 2 所内変圧器 形式： 三相二巻線油入変圧器 
冷却方式： 油入自冷式 (ONAN) 
定格容量： 300 kVA 
定格変圧比： 20/0.4-0.23 kV 

1 台 

3.4 ローカル変圧器 
(取水口設備用) 

形式： 三相二巻線油入柱上変圧器 
定格容量： 50 kVA 
定格変圧比： 6.3/0.4-0.23 kV 
その他： 架台、避雷器（三相分）付 

1 台 

4. スイッチギア 
  

4.1 30 kV 屋外用閉鎖形

配電盤 

用途： 1 号主要変圧器回路用 
機器構成： 真空遮断器 x 1、変流器 x 3 
真空遮断器： 36 kV、630 A、12.5 kA 
変流器： 36 kV、150/5 A 

1 面 

4.2 20 kV 遮断器 用途： No. 2 所内変圧器回路用 
真空遮断器： 屋外形、24 kV、400 A、8 kA、架台付 

1 台 

4.3 20 kV 変流器 用途： No. 2 所内変圧器回路用 
変流器： 屋外形、単相、24 kV、50/5 A、架台付 

3 台 

4.4 6.3 kV 閉鎖形配電盤 用途： 発電機回路用 
構成機器： 真空遮断器 x 1、変流器 x 9 
真空遮断器： 7.2 kV、1250 A、12.5 kA 
変流器： 7.2 kV、750/5 A 

1 面 

4.5 6.3 kV 閉鎖形配電盤 用途： 発電機回路用 
構成機器： 断路器 x 1、サージアブソーバ x 3 
断路器： 電動、7.2 kV、1250 A、12.5 kA 
サージアブソーバ： 単相、7.2 kV 

1 面 

4.6 6.3 kV 閉鎖形配電盤 用途： 発電機回路用 
構成機器： 計器用変圧器 x 9、接地形計器用 
 変圧器 x 3 
計器用変圧器： 6.3/√3//0.11/√3 kV 
三次巻線付計器用変圧器： 6.3/√3//0.11/√3//0.11/3 kV 

1 面 

4.7 6.3 kV 閉鎖形配電盤 用途：  No. 1 所内変圧器用 
構成機器： 真空遮断器 x １、変流器 x 3 
真空遮断器： 7.2 kV、630 A、12.5 kA 
変流器： 7.2 kV、50/5 A  

1 面 

4.8 6.3 kV 閉鎖形配電盤 用途：  ローカル変圧器用 
構成機器： 真空遮断器 x 1、変流器 x 3 
真空遮断器： 7.2 kV、630 A、12.5 kA 
変流器： 7.2 kV、50/5 A 

1 面 

 (続く) 



インドネシア国トンセアラマ水力発電所改修計画準備調査 第 3 章  プロジェクトの内容 
   

3 - 13 

No. 機器 概略仕様 数量 

4.9 低圧閉鎖形配電盤 用途：  No. 1 所内変圧器用 
構成機器： 気中遮断器 x 1、変流器 x 3、計器用 
 変圧器 x 3 
気中遮断器： 600 V、800 A、12.5 kA 
変流器 600 V、600/5 A 
計器用変圧器： 600 V、0.4/√3//0.11/√3 kV 

1 面 

4.10 低圧閉鎖形配電盤 用途：  No. 2 所内変圧器用 
構成機器： 気中遮断器 x 1、変流器 x 3 
気中遮断器： 600 V、800 A、12.5 kA 
変流器 600 V、600/5 A 

1 面 

4.11 低圧閉鎖形配電盤 用途：  1 号機所内負荷用 
構成機器： 配線用遮断器 x 20 

1 面 

4.12 低圧閉鎖形配電盤 用途：  2･3 号機所内負荷用 
構成機器： 配線用遮断器 x 20 

1 面 

5. 直流電源設備 
  

5.1 蓄電池設備 形式：  制御弁式据置鉛蓄電池、長寿命形 
容量： 300 AH (10 時間率) 
セル数： 54 個 
その他： 架台付 

1 台 

5.2 充電装置 形式：  トランジスタ整流式 
定格入力： AC、三相 3 線式 400 V、50 Hz 
公称出力電圧： DC 110 V 
定格出力電流： 75 A 

1 台 

5.3 直流配電盤 形式：  閉鎖形配電盤 
構成機器： 直流配線用遮断器 x 20 

1 面 

6. 制御・保護継電器盤 
  

6.1 現場制御盤 用途：  1 号機用 
形式： 自立閉鎖形制御盤 
制御回路： プログラマブルロジックコントローラ 
操作表示方式： タッチパネル 
その他： 自動同期装置付 

1 面 

6.2 現場制御盤 用途：  所内回路用 
形式： 自立閉鎖形制御盤 
制御回路： プログラマブルロジックコントローラ 
操作表示方式： タッチパネル 

１面 

6.3 保護継電器盤 用途：  1 号発電機・主要変圧器保護用 
構成： 発電機用保護継電器、主要変圧器用保

 護継電器、ロックアウト継電器 
形式： 自立閉鎖形保護継電器盤 
保護継電器方式： デジタル形 

1 面 

6.4 保護継電器盤 用途：  所内回路保護用 
形式： 自立閉鎖形保護継電器盤 
保護継電器方式： デジタル形 

1 面 

 (続く) 
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No. 機器 概略仕様 数量 

6.5 遠方監視盤 用途：  既存の制御室からの運転監視用 
形式： 自立閉鎖形保護継電器盤 
操作表示方式： タッチパネル 

1 面 

7. 取水口設備   

7.1 取水口スクリーンパ

ネル 
幅：  4.0 m 
鉛直高： 約 4.4 m 
取付角度： 80 度 
目幅： 30 mm 
材質： ステンレス鋼製 
呑込み流速： 1.0 m/s 

2 面 

7.2 除塵機、コンベア 形式：  固定型レーキ掻き上げ方式 
水平コンベア： 約 12 m 
傾斜コンベア： 約 10 m 

2 基 

7.3 取水口角落し 
扉体、戸当り 

純径間：  4.0 m 
有効高： 4.3 m 
形式： 鋼製角落し（1 門当たり 3 段ブロック） 
設計水深： 4.2 m 

2 門分 

7.4 取水口角落し 
モノレールホイスト

(支柱込み) 

駆動方式： 電動 
レール長： 約 15 m 

1 基 

7.5 土砂吐きゲート 
扉体、戸当り 

純径間：  2.5 m 
有効高： 0.8 m 
水密方式： 前面 4 方ゴム水密 
形式： 鋼製ローラゲート 
設計水深、操作水深：5.2 m 
設計堆砂高： 1.0 m 
主要材質： スキンプレート、主ローラ、サイドロ 
 ーラ、戸当り接水部：SUS304 

1 門 

7.6 土砂吐きゲート 
開閉装置 

形式：  電動スピンドル式 2 本吊り 
揚程： 0.8 m（スピンドル棒長約 5.3 m） 
電動機容量： 5.5 kW 

1 門分 

8. 鉄管弁   

8.1 鉄管弁（主） 口径：  1600 mm 
形式： バタフライバルブ 
駆動方式： 油圧シリンダ/カウンタウェイト 
その他： 過流速検知、流水遮断機能付 

1 基 

8.2 鉄管弁（副） 口径：  1600 mm 
形式： バタフライバルブ 
駆動方式： 油圧シリンダ 

1 基 

8.3 バイパス管、弁 バイパス弁： 手動（主・副とも） 
口径： 300 mm 

1 式 

9. 水圧鉄管   

9.1 水圧鉄管 内径：  1.6 m - 1.2 m 
長さ： 約 164 m 
板厚： 10 mm - 14 mm 

1 条 
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3-2-2-5 交換部品 

本計画で更新または追加する設備は、本計画完了から 5 年後に実施が必要となる精密点検までは、

消耗品の交換を除いて、部品の交換は必要がないと期待される。 

したがって、本計画で納入する交換部品は、消耗品及び故障発生頻度が比較的高く運転に支障を

来たす恐れがある項目だけに限定する。また、その数量は 2 年分とする。 

本計画で供給する交換部品を表 3-9 に示す。 

表 3-9  納入交換部品 
 

 交換部品 数量 

1. 水車 (入口弁、調速機、冷却水供給装置を含む)  

 (1) 水車軸受 1 台分 

 (2) 弱点ピン (折損検出素子付） 1 台分 

 (3) サーボモータ用電動機カーボンブラシ 2 台分 

 (4) 各種パッキン、シール材 1 台分 

 (5) SSG 速度検出装置用パルスピックアップ 1 台分 

 (6) 各種表示灯 実装分の 50% 

 (7) 各種ヒューズ類 実装分の 100% 

2. 発電機 (励磁装置、中性点接地装置を含む)  

 (1) スラスト軸受 1 台分 

 (2) 上部軸受 1 台分 

 (3) 下部軸受 1 台分 

 (4) ブレーキシュー 1 台分 

 (5) 各種パッキン、シール材 1 台分 

 (6) サイリスタ整流素子用保護ヒューズ 1 台分 

 (7) 各種表示灯 実装分の 50% 

 (8) 各種ヒューズ類 実装分の 100% 

3. 主要変圧器  

 (1) 各種パッキン、シール材 1 台分 

 (2) 放圧装置バースティングプレート 1 個 

 (3) 吸湿材 (シリカゲル) 1 台分 

4. スイッチギア  

 (1) 各種遮断器投入コイル 3 個 

 (2) 各種遮断器引外しコイル 3 個 

 (3) 各種表示灯 実装分の 50% 

 (4) 各種ヒューズ類 実装分の 100% 
 (続く) 
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 交換部品 数量 

5. 直流電源盤  

 (1) 各種表示灯 実装分の 50% 

 (2) 各種ヒューズ類 実装分の 100% 

6. 制御盤・保護継電器盤  

 (1) 各種表示灯 実装分の 50% 

 (2) 各種ヒューズ類 実装分の 100% 

7. 土砂吐きゲート  

 (1) 水密ゴム等 実装分の 100% 

8. 除塵機  

 (1) シュートゴム等 実装分の 100% 

9. 取水口角落し  

 (1) 水密ゴム等 実装分の 100% 

10. 水圧鉄管  

 (1) 各種パッキン 実装分の 100% 

3-2-3 概略設計図 

本計画の概略設計図は表 3-10 に示す通りである。 

表 3-10  概略設計図 
 

No. 図面番号 図面名称 

1 TSL-E-001 Minahasa-Gorontalo Network System Diagram 
2 TSL-E-002 Tonsealama Hydropower Station Single Line Diagram for Existing 

Facilities 
3 TSL-E-003 Tonsealama Hydropower Station Single Line Diagram for New Unit 1 
4 TSL-E-004 Development of Hydropower Stations on Tondano River 
5 TSL-M-101 Arrangement of Scour Gate 
6 TSL-C-101 Layout of Existing Intake and Scouringway 
7 TSL-C-102 Layout of New Intake and Scouringway 
8 TSL-C-201 Layout of Existing Penstock 
9 TSL-C-202 Layout of New Penstock 

10 TSL-C-301 Floor Plan of Existing Powerhouse for Unit 1 
11 TSL-C-302 Section of Existing Powerhouse for Unit 1 
12 TSL-C-303 Floor Plan of New Powerhouse for Unit 1 
13 TSL-C-304 Section of New Powerhouse for Unit 1 
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3-2-4 施工計画／調達計画 

3-2-4-1 施工方針／調達方針 

本計画は、1 号機発電設備、所内電力供給システム、水圧鉄管及び取水口の全設備の更新工事で

あり、既存設備の大規模な解体・撤去工事のほか、土木・建築工事も含まれる。現場工事の施工手

順を図 3-1 に示すが、これらすべての現場工事とその後の完成試験が約 18 ヶ月で完成できるよう最

適な工法・手順を採用して円滑かつ効率的に実施するための施工計画を策定する。 

事業を実施する場合の基本事項及び特に留意する点は以下の通りである。 

(1) 相手国側実施機関 

インドネシア国側の本計画実施担当機関は、監督・管理をエネルギー鉱物資源省 (MEMR) が

行い、運営・実施をインドネシア国有電力会社 (PLN) が担当する。PLN の担当部署は本社の再

生可能エネルギー部と現地の Wilayah Suluttenggo である。 

本計画の実施にあたり、インドネシア国側は以下の 2 項目に十分配慮することが必要である。 

(a) 停止工事に係る調整 

取水口設備の改良工事には、トンセアラマ発電所 3 台を全停させる必要がある。その全停

期間は 7 ヶ月を見込むが、この間スラウェシ島北部地域の電力供給に支障を来たさぬよう、

他の発電所の運転調整が必要である。 

(b) インドネシア国側分担作業の実施に必要な予算及び要員の確保 

本計画において次の作業はインドネシア側の分担作業とする。 

1) 工事に伴う発電設備の停止 

2) トンセアラマ発電所へのアクセス道路上にある橋の補強工事 

3) サージタンク周辺の 20 kV 配電線及び通信線の移設またはルート変更 

4) 工事期間中の 2 号機、3 号機用所内電源の確保 

5) 撤去品の保管、処分 

これらの分担作業は、工事実施工程と調整を図って、適時に実施されなければならず、分

担作業の実施のための予算及び要員の確保が必要である。 

(2) コンサルタント 

本計画の施設建設及び機材調達・据付工事を実施するため、我が国のコンサルタントがインド

ネシア国政府と設計監理契約を締結し、本計画にかかる実施設計と施工監理業務を実施する。ま

た、コンサルタントが入札図書を作成するとともに、事業実施主体であるエネルギー鉱物資源省 

(MEMR) が実施する入札資格審査と入札実施業務を補助する。 

コンサルタントの主要業務内容は次の通りである。 

施工前段階（国内作業） 

(a) 資機材購入及び補修工事用入札書類の作成 
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(b) 入札業務及び入札審査業務 

(c) 契約交渉 

(d) 工事用図面及び書類の審査・承認 

(e) 船積み前の工場試験の立会検査 

(f) 検査・試験証明書の発行 

(g) 関係各機関への説明、報告業務 

施工段階（現場作業） 

(a) 輸送、補修工事、現場試験の工程管理 

(b) 各工事の工程調整 

(c) 現場の安全管理 

(d) 現場試験の立会検査 

(e) 現場試験結果の評価 

(f) 運転記録方法などの技術指導 

(g) 輸送、補修工事、現場試験に関する月報の作成 

(h) 出来高、支払証明書の発行 

(i) 輸送、補修工事、現場試験の完成記録の作成 

(j) 引渡し後 1 年目の瑕疵検査業務 

(k) 関係機関への定期報告業務 

(3) 請負業者 

本計画は既存設備と同一の敷地に新たに設備を据付るスクラップ&ビルト事業である。既存設

備の撤去、土木構造物の改造、新製設備の据付、現場試験という一連の工事をすべて 18 ヶ月で

完了させるよう計画されている。いろいろな設備の据付工事が並行して実施されるのは避けられ

ないうえ、作業上密接に関連する設備が多く、作業上及び工程上のインターフェースが不可欠に

なっている。 

本計画の請負業者は、これらすべての一連工事を一括して実施するために、発電設備メーカー、

水路機械設備メーカー、土木建築工事会社で組織する。このほか、工事全体の調整役としてシス

テム・コーディネータを配置すると共に、工事現場を総括的に管理・指導する現場所長が必要で

ある。 

なお、更新設備について請負業者は、コンサルタント作成の仕様書に従って、資機材の設計、

製作、供給、工場試験、輸出梱包、輸送、現場工事を行い、現場試験により各更新設備の性能を

検証した上で引渡しを行う。また、現場試験の期間中、インドネシア側へ更新設備の運転・保守

に係る技術移転を実施する。 

(4) 技術者派遣の必要性 

水力発電所の現場工事には、各設備の性能・機能及び構成に関して幅広い知識と熟練した技

術・経験が要求されるため、工事期間中は据付指導員を派遣し、据付指導、品質管理、工程管理

を行うと共に、現場試験には専門の調整試験員を派遣する。 
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また、水車及び発電機の組立作業には、特殊技能及び高度の作業品質が要求されるため、請負

業者の技能認定を受けた組立工の派遣が必要である。 

本計画の工事対象は 1 号機に係る殆ど全ての設備であり、多種多様の技術分野に渡っている。

したがって、次の分野について専門技術者の派遣を計画する。 

(a) 据付指導員：12 名（水車、調速機、発電機、励磁装置、変圧器、制御装置、水圧鉄管、

鉄管弁、土砂吐きゲート、取水口スクリーン、除塵機、取水口角落しの撤去及び据付） 

(b) 調整試験員：11 名（水車、調速機、発電機 2 名、励磁装置、変圧器、制御盤 2 名、保護

継電器盤、土砂吐きゲート、その他電気設備） 

(c) 組立工：6 名（水車 2 名、発電機 2 名、ケーブル布設・端末処理 2 名） 

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 

(1) 既存の設備との整合性 

No. 2 所内変圧器、ローカル変圧器、30 kV スイッチギア、20 kV スイッチギア、低圧スイッチ

ギア、鉄管弁、取水口設備は、既存の電力ケーブルまたは架空電線に再接続することを計画して

いる。これら設備の設計においては、既存のケーブル／電線との接続が可能となるよう接続端子

を選定する。既存と同じ寸法の接続端子が入手できない場合には、適当なアダプタを設ける等そ

の取付方法にも配慮する。 

(2) 資機材等の適時な発送 

現場作業を決められた工程に従って円滑に実施するためには、資機材等を遅滞なく現場に発送

することが不可欠である。そのため、資機材の手配、調達及び製造が適時に行なわれるよう調達

監理が必要である。 

(3) 安全作業 

本工事は、重量物の移動作業、高所作業及び狭い場所での作業が多く、しかも、多種多様な工

事が輻輳するため、安全確保が最重要課題である。 

作業前には、必ず作業の安全を確認し、できる限りの安全対策をとることが必要である。特に、

電気回路は停電状態を確認し、スイッチの動作ロックをかけたり、回路の接地を取って、誤操作

による事故防止を図る必要がある。 

(4) 事前準備作業 

各設備の工事が円滑に実施できるように、工事開始に先立って、請負業者は搬入・搬出ルート

及び移動方法につき十分に確認しておく必要がある。また、本工事に邪魔にならない範囲で、事

前に仮設足場を設置する必要がある。 

(5) 運転中の他号機への配慮 

2 号機または 3 号機の運転中に現場工事を実施する場合には、2･3 号機の連続運転に支障を来

さないように施工計画を策定する。 
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特に、所内電源供給システムは全号機共通であるため、これらの切替時には発電所の全停が避

けられない。施工計画の策定に当たっては、この全停時間が極力短かくなるように、仮配線接続

などの対策を取る必要がある。 

(6) 各種工事の協調 

本工事の対象設備は、一部を除いて、狭い発電所内に集中しており、工事期間中は、既存設備

の撤去・搬出、資機材の搬入、コンクリート打設工事、据付工事、塗装作業、現場試験等が同時

に実施され、工事の輻輳が予想される。 

このため、各工事の取合い、責任の所在を明確にし、人身及び設備の安全、品質管理を図る必

要がある。 

(7) 水車の調達 

小水力発電設備の基幹部品である水車については、政府の方針を踏まえて我が国中小企業製品

を調達する方針である。 

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分 

本計画ではリハビリ対象設備すべての工事を日本側が一貫して施工する。一方、事前準備工事の

一部や既存設備の解体・撤去作業及び土木構造物の改造に伴って発生する不用品の搬出及び処分は

インドネシア側の負担とする。 

日本側とインドネシア国側の施工区分/調達・据付区分を表 3-11 に示す。 

3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画 

日本国政府の無償資金協力制度に基づき、コンサルタントは基本設計の主旨を十分に踏まえ、工

事監理業務について一貫したプロジェクトチームを編成し、円滑に業務実施を行う。コンサルタン

トは、工事期間中、現地に最低限一人の技術者を駐在させ、工程管理、品質管理、安全管理を実施

する。また、施設建設、機器類の据付、試運転・調整及び引渡試験等の工事の進捗に合わせて、関

連する専門技術者を派遣し、施工業者が実施するそれら工事の監理を行う。 

さらに、必要に応じて、日本国内及びインドネシア国内で製作される資機材の工場検査及び出荷

前検査に立会い、資機材の現地搬入後の不具合を未然に防ぐように監理する。 

(1) 調達監理の基本方針 

コンサルタントは、本工事が所定の工事期間に確実に実施されるよう、資機材を遅滞なく現場

に発送するために、請負業者による資機材等の調達に関して、次の基本方針にて、管理・指導を

行なう。 

(a) 全体工程の確認 

業者契約後 1 ヵ月以内に資機材等の設計、製造、工場試験、輸送、現場据付作業、現場試

験を含む全体工程を各請負業者から提出させ、その全体工程を基本として調達及び施工監理

を実施する。 
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表 3-11  日本側とインドネシア国側の施工区分/調達・据付区分 

 

No. 項  目 日本側 インドネシア国側

1 建設工事のために必要な用地の収用・整地  ○ 
2 以下の設備の建設   
 1) 建物 ○  
 2) ゲート・フェンス（敷地周囲）  ○ (設置済み) 
 3) 駐車場  ○ (設置済み) 
 4) 用地内の道路 ○  
 5) 用地内の橋梁補強 ○  
 6) 用地外の道路  ○ 
 7) 用地外の橋梁補強 ○  
3 仮設電源、浄水・下水道設備の設置   
 1) 仮設電源   
  a. 用地までの配電線の設置  ○ (設置済み) 
  b. 用地内への引き込み線 ○  
  c. 主遮断器、変圧器 ○  
 2) 上水道   
  a. 用地までの上水道敷設  ○ (設置済み) 
  b. 用地内での浄水設備 ○  
 3) 排水   
  a. 用地から主排水設備までの接続  ○ 
  b. 用地内での下水処理設備 ○  
 4) ガス供給 ○  
 5) 電話   
  a. 発電所内 MDF の設置  ○ 
  b. MDF 以降の配線 ○  
 6) 2 号機・3 号機用所内電源の確保   
  160kVA 変圧器移設、低圧配電設備移設、

ケーブル接続 
 ○ 

4 Bitung 港での荷受け、通関業務   
  a. 海上（航空）輸送 ○  
  b. 免税措置と通関業務  ○ 
  c. 内陸輸送（荷揚げ港からサイト） ○  
5 現地購入品やサービスに対する免税措置  ○ 
6 日本人技術者や関連する人の入国、滞在にに対

する補助 
 ○ 

7 設置された設備の維持管理  ○ 
8 無償援助以外の出費  ○ 
9 B/A のための手数料の支払い   
 1) A/P への助言  ○ 
 2) 手数料の支払い  ○ 

10 環境社会配慮の実施  ○ 
11 設備の更新に伴って発生する不用品及び廃材の

処分 
  

 1) 現場から一時保管場所までの移動 ○  
 2) 一時保管場所から最終処分場所までの移動  ○ 

*1:  B/A: Banking Arrangement, A/P: Authorization to pay 
*2:  If the environmental screening category is C, No.10 is unnecessary 
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(b) 図面管理 

資機材の品質管理を目的として、請負業者に各資機材の図面の提出を義務付けるが、図面

審査は資機材の製作設計に大きく影響するため、主要機材の図面は業者契約後 3 ヵ月以内に、

それらの最終承認図面は 9 ヵ月以内に提出させることとする。なお、業者契約後 1 ヵ月以内

に主要図面提出予定表を提出させ、調達資機材の図面管理を行なう。 

(2) 施工監理の基本方針 

コンサルタントは、本工事が所定の工事期間に確実かつ安全に実施されるよう、また改修工事

が所定の効果をあげられるよう、工事全般に渡り工事請負業者に対する管理・指導を行う必要が

あり、次の 2 項目を基本方針とする。 

(a) 工程管理 

施工業者が契約時に計画した実施工程と進捗状況との比較を以下の項目について、定期的

(月又は週単位等) に行う。工事に遅れが出ると予想される時は、施工業者に警告を出すと共

に、その対策案の提出・実施を求め、工期内に公示及び資機材の納入が完了するように厳密

な管理を行う。 

1) 各設備ごとに資機材の製作、輸送、工事の進捗状況を確認する。また、インドネ

シア側の分担作業の進捗状況も確認する。 

2) 請負業者による補修工事とインドネシア側で実施する分担作業の手順を確認し双

方の調整を図る。 

3) 工程調整会議を適宜開催し、計画全体の工程管理及び工程調整を行う。工程調整

会議は、現場補修工事期間中は毎週、また、現場試験期間中は毎日開催する予定

である。 

(b) 安全管理 

施工業者の責任者と協議・協力し、建設期間中の現場での労働災害及び第三者に対する事

故を未然に防止するための安全監理を行う。 

1) 作業前の安全確認を励行する。 

2) 同じ場所で複数の作業が実施される場合は、お互いの作業内容及び工程を認識さ

せて災害防止を図る。 

3) 機器の搬入搬出作業及び充電部付近での作業は安全管理担当者の監視下で行うよ

うにする。 

4) 水路及び電気回路での作業は誤操作による事故防止を図るため、できる限りの安

全対策をとる。 

5) 開口部や充電部の周りは、ロープで区画し、危険防止を図る。 

(3) 調達／施工監理体制 

調達／施工監理業務を円滑に遂行するため、類似業務の経験が豊富で、本計画の内容を十分に

理解している者を業務主任に任命した上で、入札業務、図面審査及び工場検査業務、工事監理業

務、現場試験業務の各担当者によって調達／施工監理体制を整える。 
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(a) 業務主任 (1 名) 

業務全般の管理業務を行う。また、各業務における方針を提示し、必要に応じて各担当者

へアドバイスを行う。現場施工段階では、各設備の作業方法及び安全性の確認、全体の工程

調整、現場施工監理体制の指導等を行うと共に、有水試験に立会い、計画の成果について確

認する。 

(b) 詳細設計担当者 (7 名) 

計画内容最終確認、機材仕様書のレビュー及び入札仕様書の作成を行う。詳細設計を短期

間で終了させるため、この業務には専門家を集中的に投入し、電気設備担当 3 名、機械設備

担当 1 名、土木施設担当 2 名、建築施設担当 1 名の計 7 名で対応する。 

(c) 入札業務担当者 (兼任) 

計画のための入札書類の作成、入札公示、入札評価、契約交渉及び契約立会業務を行う。

入札業務は、業務主任及び詳細設計担当者 2 名が兼任する。 

(d) 図面審査及び工場試験担当者 (4 名) 

購入資機材の品質管理を目的とし、請負業者から提出される図面等の審査及び工場試験の

立会業務を行う。業務に必要な専門性から、この業務には電気設備担当 2 名、機械設備担当

2 名の計 4 名で対応する。 

(e) 工事監理担当者 (6 名) 

常駐管理技術者が、既存設備／施設の解体・撤去工事から更新設備の施工・現場試験まで

の工程管理及び安全管理を担当する。なお、常駐管理技術者は 1 名とし、電気設備全般を担

当する。 

また、同時並行して実施される複数の現場工事に対応すべく、別途施工監理担当者を派遣

する。業務に必要な専門性から、施工監理担当者は電気設備担当 1 名、機械設備担当 1 名、

土木施設担当 2 名、建築施設担当 1 名の計 5 名とする。 

(f) 現場試験担当者 (兼任) 

各設備の単体試験から総合試験まで、品質管理に必要な全ての検査及び試験に立会い、検

査・試験結果の解析及び評価を行う。現場試験は常駐監理技術者並びに工事監理担当者が兼

任する。 

3-2-4-5 品質管理計画 

納入資機材及び工事の品質管理は次の方法にて実施する。 

(1) 図面審査 

請負業者に資機材に関する図面の提出を義務付け、仕様及び品質が契約仕様書と合致している

ことを確認する。 
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(2) 工場試験 

納入資機材は、原則として、出荷前に工場試験を実施するものとする。コンサルタントは主要

資機材の工場試験に立会い、それらが承認図及び仕様書通りに製作されていることを確認する。 

(3) 現場試験 

リハビリ工事の成果は、据付検査及び現場試験により確認する。現場試験は、個々の機材の機

能を確認するための運転前試験と水車発電機を運転して行なう総合性能試験に分けて実施する。

なお、現場試験は性能を検証するために必要な試験をすべて実施する。 

(4) 資機材の瑕疵保証及び性能保証 

本計画で更新する設備は、すべて瑕疵保証の対象とし、その保証期間は 1 年間とする。リハビ

リ工事対象外の部分であっても、本計画のリハビリ工事が原因で、瑕疵を生じた部分は、瑕疵保

証の範囲に含めるものとする。 

また、更新設備で性能が測定できるものは、性能保証も要求し、現場試験で検証する。 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

(1) 資機材の調達先 

水車、発電機、制御盤、保護継電器盤、水圧鉄管などの主要設備をはじめ、本計画に使用する

資機材は基本的に日本から調達する。特に、水車は日本の中小水力メーカーから調達する。 

主要設備以外の資機材はインドネシア国内業者も活用できるが、業者契約後 12 ヶ月以内に設

計・製作・出荷が完了できることが業者選定の条件である。 

(2) 業者契約形式 

本計画は、我が国の無償資金協力の枠組みに従って、公開入札でインドネシア国側によって選

定された日本国法人の施工業者が、本計画の施設の建設と資機材の調達及び据付工事を実施する。 

一方、本計画は水力発電所の発電設備及び水路機械設備のリハビリ事業であり、既存設備の大

規模な解体・撤去工事のほか、設備更新に伴って必要となる土木・建築工事も含まれる複合案件

である。その現場工事期間は約 18 ヶ月と、出力 5 MW 水力発電所の更新工事期間としては短い

ため、現場工事は各工事間の時間的調整に基づいて円滑に実施されなければならず、秩序立てて

立案された施工計画と工程管理がその成功の鍵となっている。 

こうした複合案件を短い工期で実施するためには、全工事の調整業務及び施工計画の立案なら

びに工程管理まで施工業者の責任とすることが望ましい。したがって、すべての資機材の調達、

据付、土木･建築工事を一括した業者契約形式で実施することにする。 

3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

本計画で更新される各設備の操作・運用指導は、請負業者が現場試験中または現場試験終了後に

実施することにする。その操作・運用指導に必要な運転・保守マニュアルは請負業者が請負契約内

で作成する。 
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特に、本計画で更新する発電設備には、日本で近年開発された中小水力発電向け省力化技術を採

用する予定であり、現在の旧式なシステムと比較すると、機器構成や運転方法が大きく変わるもの

がある。したがって、操作・運用指導は新技術・新方式を採用する次の設備について重点的に実施

するものとする。 

(a) 水車電動サーボモータ 
(b) 入口弁電動サーボモータ 
(c) 調速機 (回転速度検出装置を含む) 
(d) 水車制御盤 
(e) 冷却水供給システム・自動ストレーナ 
(f) ブラシレス励磁機 
(g) 励磁制御盤 (自動電圧調整装置、自動力率調整装置を含む) 
(h) 現場制御盤 (プログラマブルロジックコントローラを含む) 
(i) 遠方監視盤 
(j) 保護継電器 

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

トンセアラマ水力発電所の運営・維持管理を担当する PLN Sektor Minahasa は過去 62 年以上に亘

って、水力発電所の運転・維持管理を行ってきた実績があり、日常点検や性能確認試験のみならず

水車・発電機のオーバーホールも独自に実施する能力と技能を有している。よって、ソフトコンポ

ーネントは実施しない。 

3-2-4-9 実施工程 

交換公文（E/N）の締結から補修工事の完了までを 24 ヶ月で計画する。また、業者請負契約締結

から完成試験までの実質工期は 18 カ月と見込む。 

図 3-1 に示した現場工事の施工手順に基づいて策定した業務実施工程表を表 3-12 に示す。 

表 3-12  業務実施工程表 

 
 2013 2014 2015 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

1) コンサル契約                          

2) 詳細設計                    国内作業   

3) 入札                    現場作業   

4) 業者契約                          

5) 取水口改造工事                          

6) 既存設備撤去                          

7) 発電所改造工事                          

8) 新設備設計製作                          

9) 新設備据付工事                          

10) 新設備無水試験                          

11) 新設備有水試験                          
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3-3 相手国側分担事業の概要 

本計画の補修・更新工事のうち、次の役務及び作業は、インドネシア側の分担事業とする。 

(1) トンセアラマ発電所へのアクセス道路上にある橋の補強工事 

アクセス道路上の 2 ヶ所の橋のうち、エントランス・ゲート側で私有地内にある橋の補強をイ

ンドネシア側の分担事業とする。 

橋は長さ 5 m、幅 4 m で本体は鉄骨構造、床板は木造である。本工事の最大輸送重量は 25 ト

ンと予想されるため、補強工事が必要である。これらの橋の補強工事は現場工事開始が本格化す

る前に完成が望まれる。 

(2) サージタンク周辺の 20 kV 配電線及び通信線の移設またはルート変更 

サージタンク周辺は、1 号水圧鉄管及び鉄管弁の撤去・更新工事の作業スペースとして使用す

る予定であるが、そこには 20 kV 配電線が 2 回線、通信線が 2 回線通っており、そのままでは工

事に支障を来たすため、それらの移設またはルート変更が必要である。 

これらの移設・ルート変更工事は水圧鉄管の撤去・更新工事の開始前までに完成が望まれる。 

(3) 160 kVA 所内変圧器及び低圧スイッチギアの移設 

トンセアラマ発電所の所内電力は、2 号機、3 号機及び下流のタンガリ-I 発電所の取水口ゲー

ト設備を含め、すべて 1 号発電機回路から供給されている。所内変圧器は 1 号機の隣のスペース、

低圧スイッチギアは 1 号機の発電機フロア上に設置されている。これらの機器は本プロジェクト

で更新されるが、この更新工事が完了するまでは、2 号機、3 号機及びタンガリ-I 発電所の取水

口ゲート設備の所内電力供給用として継続使用されなければならない。 

したがって、1 号機リハビリ工事中の 2 号機、3 号機用の所内電力確保を目的として、既存の

160 kVA 所内変圧器及び低圧スイッチギアを暫定的に移設することが必要である。 

これらが設置されているフロアは、本工事において撤去されるため、それ以前に移設が必要に

なっている。 

(4) トンセアラマ発電所全号機停止 

取水口の改良ならびに 1 号水圧鉄管の更新工事のため、約 7 ヶ月間に亘ってトンセアラマ発電

所全号機の停止が必要である。この間スラウェシ島北部地域の電力供給に支障を来たさぬよう、

他の発電所の運転調整が必要である。 

(5) 不用品の処分 

設備の補修・更新に伴って発生する不用品の処分は、基本的にインドネシア側の負担事項とす

る。 

(a) 不用既設機材の保管場所の確保 

不用品を一時的に保管する場所はインドネシア側が事前に確保する。特に、撤去した水車、

発電機、主要変圧器を保管するために必要な仮基礎もインドネシア側で事前に準備する。 
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(b) 不用品の移動 

不用品に係る責任分解点は、トンセアラマ水力発電所構内（屋外）の指定場所とする。不

用品を現場から撤去して指定場所まで運搬するのは本邦請負業者が行うこととし、その指定

場所から処分場までの移動及び処分はインドネシア側が実施する。 

ただし、既設の発電機及び主要変圧器の撤去・移動は、特殊車両を必要とするため、イン

ドネシア側の負担ではなく、本邦請負業者の契約に含める。 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

トンセアラマ水力発電所の運営・維持管理を担当する PLN Sektor Minahasa は過去 62 年以上に亘

って、水力発電所の運転・維持管理を行ってきた実績があり、日常点検や性能確認試験のみならず

水車・発電機のオーバーホールも独自に実施する能力と技能を有している。したがって、現行の組

織のままでも更新設備の通常の運営維持管理には十分対応できる。 

しかし、本計画のリハビリ効果を持続し、今後の長期運転を可能にするために、次の通り維持管

理の改善を計画する。 

(1) 新技術・新方式の技術移転 

本計画で更新する発電設備には、日本で近年開発された中小水力発電向け省力化技術を採用す

る予定であり、現在の旧式なシステムと比較すると、機器構成や運転方法が大きく変わるものが

ある。新技術・新方式を採用した設備については、その操作および保守点検に係る技術移転を実

施する。 

この技術移転は、請負業者が現場試験中または現場試験終了後に実施するものとし、技術移転

に必要な運転・保守マニュアルは請負業者が請負契約内で作成する。 

技術移転が必要な設備は以下の通りである。 

(a) 水車電動サーボモータ 
(b) 入口弁電動サーボモータ 
(c) 調速機 (回転速度検出装置を含む) 
(d) 水車制御盤 
(e) 冷却水供給システム・自動ストレーナ 
(f) ブラシレス励磁機 
(g) 励磁制御盤 (自動電圧調整装置、自動力率調整装置を含む) 
(h) 現場制御盤 (プログラマブルロジックコントローラを含む) 
(i) 遠方監視盤 
(j) 保護継電器 

(2) 運転保守記録の徹底 

日常の運転状態は定時記録されている。しかし、故障・事故記録及び保守作業記録は主要なも

のしか記録されておらず、軽故障、部品交換、消耗品交換、磨耗品交換等の詳細は記録されてい

ない。これらの記録は、各設備の状態管理に不可欠であり、維持管理計画の策定に活用できるよ

うに整理が必要である。これらの記録の徹底を図るべく、運転保守記録の方法及び整理の仕方に

ついて、コンサルタントが現場の施工管理業務のなかで、インドネシア側に指導及び助言を行な

うように計画する。 
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(3) 消耗品及び磨耗品の適宜交換 

本計画完了後の設備の期待寿命は、少なくとも各設備の消耗部品及び磨耗部品を保守・点検基

準に基づいて適宜交換することが前提となる。その実施時期の計画立案と必要資金を遅滞なく確

保することが不可欠である。 

3-5 プロジェクトの概算事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

本計画を日本の無償資金協力により実施する場合に必要となる概算事業費の日本とインドネシア

国との負担区分による双方の経費内訳は、次のとおりと見積られる。 

(1) 日本側負担経費 
  

 区  分 金額 (百万円) 備考 

I 機材調達費 (1+2+3+4)  1,566.9  

 (1) 機材費  978.3 輸送梱包費含む 

 (2) 調達管理・据付工事費等  543.0  

 (3) 業者による技術指導費  ※1 据付工事費に含む

 (4) 一般管理費  45.6  

II 設計監理費 (5+6)  221.6  

 (5) 実施設計費  24.3  

 (6) 調達監理費  197.3  

 合計 (I + II)  1,788.5  

※1：借上車両や旅費において、据付工事費と共通に計上している費用があるため分けられない。

(据付指導員が運用指導なども兼ねて従事する場合等) 

(2) インドネシア国負担経費 
  

 負担経費項目 金額 (百万ルピア) 

1 トンセアラマ発電所へのアクセス道路上にある

橋の補強工事 
 116.3 

2 サージタンク周辺の 20 kV 配電線および通信線

の移設またはルート変更 
 232.6 

3 160 kVA 所内変圧器および低圧スイッチギアの

移設 
 232.6 

4 不用品の処分  232,6 

5 銀行取決めに基づく手数料  257.0 

 合計 (1+2+3+4+5)  1,071.1 

インドネシア国側負担経費のうち、項目 1 から 4 までの分は、本プロジェクトの実施機関であ

る PLN によって、次年度の予算措置がなされている。 
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(3) 積算条件 

(a) 積算時点 平成 24 年 11 月 

(b) 為替交換レート 1 米ドル =  81.09 円 

  1 ルピア =  0.0086 円 

(c) 施工期間 表 3-12 業務実施工程表に示したとおり。 

(d) その他 本計画は、日本政府の無償資金協力の制度に従い、実施されるものと 

 する。 

3-5-2 運営・維持管理費 

(1) 運営・維持管理費 

実施機関である PLN は過去 62 年以上にわたってトンセアラマ発電所の運営・維持管理を行っ

ている。各設備の普通点検、精密点検およびオーバーホールも定期的に実施されていることから、

水力発電所の運営・維持管理に最小限必要な予算は確保されていると判断される。 

近年、1 号機の経年劣化による損傷が大きくなった結果、部品交換や修理が頻繁に実施され、

維持管理費の支出が大きくなっている。本計画実施後は、1 号機および多くの所内共通設備が更

新されるため、保守頻度および故障発生率が低減し、トンセアラマ発電所の運営・維持管理費は

かなり減額すると期待される。 

(2) 交換部品 

本計画では、更新水車発電機を少なくとも 2 年間支障なく運転するために最低限必要な部品を

交換部品として納入する。その納入交換部品リストは表 3-7 に示す通りである。 

実施機関は、これら交換部品を切らさないように適宜購入する必要があるが、特に内部点検お

よびオーバーホールにあたっては、新たに表 3-13 に示す交換部品を追加する必要がある。 

表 3-13  分解点検時に新規購入が必要な交換部品 
 (単位：千円) 

 交換部品 数量 概算額 

1. 水車 (入口弁、調速機、冷却水供給装置を含む)   

 (1) 各種パッキン、シール材 1 台分  1,000 

2. 発電機 (励磁装置、中性点接地装置を含む)   

 (1) 各種パッキン、シール材 1 台分  100 

3. 水圧鉄管   

 (1) マンホール用パッキン 実装分の 100%  100 
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第 4 章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

本事業実施のための前提条件を以下に示す。 

(1) 工期と業者契約形態 

本プロジェクトは水力発電所の発電設備および水路機械設備のリハビリ事業であり、既存設備

の大規模な解体・撤去工事のほか、設備更新に伴って必要となる土木・建築工事も含まれる複合

案件である。その現場工事期間は約 18 ヶ月でしかなく、出力 5,000 kW の水力発電所のリハビリ

事業としてはやや短い。 

こうした複合案件を短い工期で実施するためには、全工事の調整業務および施工計画の立案な

らびに工程管理まで施工業者の責任とすることが望ましい。したがって、すべての資機材の調達、

据付、土木･建築工事を一括した業者契約形式で実施することを提言する。 

(2) 資機材の納期 

請負業者の契約工期は 18 ヶ月と見込まれるが、更新資機材の現場据付工事と現場試験に合計 6

ヶ月要するため、更新資機材の納期は 12 ヶ月あるいはそれ以下でしかない。 

したがって、請負業者は契約後 12 ヶ月以内に更新資機材の設計・製作・出荷が完了できる製造

業者を選定すべきである。 

(3) 事前準備工事 

現場工事を円滑に進捗させるには、次の事前準備工事が必要である。本格的に現場工事が実施

される前までに完成させなければならない。 

(a) トンセアラマ発電所へのアクセス道路上にある橋の補強工事 

(b) サージタンク周辺の 20 kV 配電線および通信線の移設またはルート変更 

(c) 工事期間中の 2 号機・3 号機用所内電源の確保 

これらの事前準備工事は、本格的に現場工事が実施される前までに完成させなければならない

ため、インドネシア側の負担事項とし、実施に必要な予算および要員を確保してもらわなければ

ならない。 

(4) トンセアラマ発電所全停時の電力融通調整 

取水口設備の改良工事には、トンセアラマ発電所 3 台を全停させる必要がある。その全停期間

は 7 ヶ月を見込むが、この間スラウェシ島北部地域の電力供給に支障を来たさぬよう、他の発電

所の運転調整が必要である。 
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4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方負担事項 

(1) 現場工事期間中の相手方負担事項 

本プロジェクトは水力発電所のリハビリ事業であり、既存設備の大規模な解体・撤去工事、更

新設備の据付工事、それらに伴う土木・建築工事も含まれる。これらすべての現場工事と現場試

験を約 18 ヶ月で終了させる計画である。この計画達成のためには、円滑に工事の進捗を図ること

が最重要課題であり、そのためのインドネシア側の協力が不可欠である。 

特に、以下のインドネシア国側の負担事項が適切なタイミングで確実に実施されることが必要

である。 

(a) 日本側工事関係者に対する現地立入許可 

(b) 既存設備、特に水車・発電機の解体方法・手順に関する助言 

 発電所のリハビリ工事は、既存の水車・発電機の解体・撤去から始まり、土木・建築構造

物の改造工事はそれらの解体・撤去が完了するまで着手できない。 

(c) 不用既設機材および廃材の一時保管場所の確保 

(d) 不用品の一時保管場所から最終処分場所までの移動 

(2) 維持管理に係る相手方負担事項 

本プロジェクトの効果を持続し、長期連続運転を実現するためには、本プロジェクト実施後イ

ンドネシア側が十分な維持管理を行うことが必要不可欠である。特に、以下の維持管理方法の改

善が肝要である。 

(a) 各設備の消耗部品及び磨耗部品の適宜交換及びそれら部品購入に必要な予算の確保 

(b) 更新設備に採用される新技術・新方式に係る技術の習得 

(c) 運転保守記録の徹底 

4-3 プロジェクトの評価 

本プロジェクトは、劣化の著しいトンセアラマ水力発電所 1 号機の全設備を更新し、1 号機の発電

出力の回復および劣化した発電設備と水圧鉄管の信頼性・安全性の復旧を図ることを主目的としてい

る。一方、1 号機の更新に伴って所内電力供給設備も更新し、所内電力供給システムの改善を図ると

ともに、取水口での問題の解消を図るため、取水口の拡幅および土砂吐けゲートの更新も実施する。 

4-3-1 妥当性 

本プロジェクトの無償資金協力による協力対象事業の実施の妥当性は以下のように評価される。 

(1) 再生エネルギーである水力資源の有効活用が図れる。 

(2) 電力分野への支援を重点分野とする日本の援助方針および再生可能エネルギーの利用促進に取

り組むインドネシアの開発方針に合致する。 
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(3) 既存の水力発電所のリハビリ事業であり、プロジェクト活動は現在のサイト内で行われること

から、用地取得や住民移転、森林伐採等は発生せず、自然環境や社会環境に対する影響は少な

い。 

(4) トンセアラマ水力発電所 1 号機は、独立した発電所建屋と水圧鉄管を有しているため、2･3 号機

を運転した状態でリハビリ事業が実施可能である。 

本プロジェクトは、後述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが広く住

民の基礎的生活条件の向上にも寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して、我

が国の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。さらに、本プロジェクトの運営・維

持管理についても、インドネシア側の体制は人員・資金ともに十分で問題ないと考えられる。 

4-3-2 有効性 

(1) 定量的効果 

本計画の実施による定量的効果を表 4-1 に示す。 

表 4-1  計画実施による定量的効果と現状改善の程度 

 

成果指標 現状 事業完成後 
1 号機水車効率 (最大出力時) 64.8% 90% 
1 号機水車流量 (最大出力時) 7.5 m3/s 6.5 m3/s 
1 号機定格出力 4.44 MW 4.9 MW 
1 号機可能最大出力 3.5 MW 4.9 MW 
1 号機年間発生電力量 (発電端) 7.5 GWh 27.1 GWh 
設備利用率 19.3% 63.1% 
CO2 排出量の削減効果 2,925 CO2 ton/年 10,569 CO2 ton/年 

(2) 定性的効果 

本事業により期待される定性的効果は以下の通りである。 

(a) トンセアラマ発電所 1 号機の復旧のみならず、所内電源供給設備の改善ならびに取水口

問題の解消により、トンセアラマ水力発電所全体の運用強化が図られる。 

(b) スラウェシ島北部地域の電力供給の安定化とディーゼル発電所における化石燃料削減に

も寄与する。 

(c) 再生可能エネルギーである水力資源が有効活用され、エネルギー安全保障への貢献及び

温室効果ガス排出量の削減が期待される。 
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資料 1  調査団員・氏名 (1/2) 

＜現地調査＞ 

1. 団長 杉山  茂 国際協力機構資金協力支援部実施監理 
  第一課 課長 

 Leader Shigeru SUGIYAMA Director, 
   Grant Aid Project Management Division 1, 

  Financing Facilitation and Procurement 
  Supervision Department, JICA 

2. 無償資金協力 小林  謙一 国際協力機構資金協力支援部実施監理 
管理  第一課 主任調査役 

 Grant Aid Kenichi KOBAYASHI Assistant Director, 
 Management  Grant Aid Project Management Division 1, 

  Financing Facilitation and Procurement 
  Supervision Department, JICA 

3. 業務主任/ 中戸  直司 日本工営株式会社 
 水力発電/運転 
 保守管理計画 
 Chief Consultant/ Naoji NAKATO Nippon Koei Co., Ltd. 
 Hydropower/ 
 Operation and 

Maintenance 

4. 施工計画 小林  要昭 日本工営株式会社 
 Construction Toshiaki KOBAYASHI Nippon Koei Co., Ltd. 
 Planning 

5. 電機/保護・制御 熊須  宗距 日本工営株式会社 
 Electrical/ Munenori KUMASU Nippon Koei Co., Ltd. 
 Protection & 
 Control 

6. 機械設備計画 矢島  輝男 日本工営株式会社 
 Gate and Penstock Teruo YAJIMA Nippon Koei Co., Ltd. 

7. 発電所建屋設計 大隅  進也 日本工営株式会社 
 Powerhouse Shinya OSUMI Nippon Koei Co., Ltd. 
 Building 

8. 資機材調達計画 植原  祐弥 日本工営株式会社 
 Procurement Yuya UEHARA Nippon Koei Co., Ltd. 
 Planning/ 
 Cost Estimate 

9. 環境社会配慮 西宮  亜紀子 株式会社双実総合研究所 
 Environmental Akiko NISHINOMIYA Sojitz Research Institute, Ltd. 
 and Social 
 Consideration 

10. 発電所土木設計 川島  基義 日本工営株式会社 
 Civil Motoyoshi KAWASHIMA Nippon Koei Co., Ltd. 
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資料 1  調査団員・氏名 (2/2) 

＜概要説明調査＞ 

1. 団長 住吉 央 産業開発・公共政策部 
  資源・エネルギーグループ 
  第二課 課長 

 Leader Hiroshi SUMIYOSHI Director, 
   Energy and Mining Division 2, 

  Energy and Mining Group 
  Industrial Development and Public Policy 
  Department, JICA 

2. 業務主任/ 中戸  直司 日本工営株式会社 
 水力発電/運転 
 保守管理計画 
 Chief Consultant/ Naoji NAKATO Nippon Koei Co., Ltd. 
 Hydropower/ 
 Operation and 

Maintenance 

3. 施工計画 小林  要昭 日本工営株式会社 
 Construction Toshiaki KOBAYASHI Nippon Koei Co., Ltd. 
 Planning 
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JICA コンサルタント団員

杉 林 中 直 植 祐弥 林 熊 宗 矢島 輝男 島 基義 大 進也 宮

J 団員

杉山茂 小林謙一 中戸 直司 植原 祐弥 小林 要昭 熊須 宗距 矢島 輝男 川島 基義 大隅 進也 西宮 亜希子
日付 曜日 宿泊地日数

業務主任
資機材調達計画／積

日付 曜日 宿泊地日数

団長 無償資金協力管理
業務主任
/水力発電

資機材調達計画／積
算

施工計画 電機／保護・制御 機械設備計画 発電所土木設計 発電所建屋設計 環境社会配慮
/運転保守管理計画

算

1 8月5日 日 ジ カルタ 移動 成田 (JL725/10 50) ⇒ ジ カルタ(16 35)1 8月5日 日 ジャカルタ 移動： 成田 (JL725/10:50) ⇒ ジャカルタ(16:35)

2 8月6日 月 ジャカルタ
午前：JICAジャカルタ事務所表敬訪問2 8月6日 月 ジャカルタ
午後：エネルギー鉱山資源省およびPLN本店にてインセプションレポート説明・協議

移動： ジャカルタ (GA600/5:40) ⇒ マナド (10:00)
3 8月7日 火 マナド

移動： ジャカルタ (GA600/5:40) ⇒ マナド (10:00)
午後： PLN Wilayah Suluttenggo にてインセプションレポート説明・協議3 8月7日 火 マナド 午後： PLN Wilayah Suluttenggo にてインセプションレポ ト説明 協議
           トンセアラマ発電所現地調査ト アラ 発電所現地調査

4 8月8日 水 マナド
午前：トンセアラマ発電所導水路・取水堰現地調査
午後 タンガリ I 発電所およびタンガリ II 発電所視察

4 8月8日 水 マナド
午後：タンガリ-I 発電所およびタンガリ-II 発電所視察

午前 PLN ミナ サ工務所にてインセプシ ンレポ ト説明 協議午前 PLN ミナ サ工務所にてインセプシ ンレポ ト説明 協議5 8月9日 木 ジャカルタ/マナド
午前： PLN ミナハサ工務所にてインセプションレポート説明・協議
午後： PLN ミナハサ工務所にて資料収集

午前： PLN ミナハサ工務所にてインセプションレポート説明・協議
移動： マナド (GA601/14:00) ⇒ ジャカルタ (16:05)

月 木 ャ /
午後： PLN ミナハサ工務所にて資料収集移動： マナド (GA601/14:00) ⇒ ジャカルタ (16:05)

午前 エネルギ 鉱山資源省にてMi t 協議 午前 エネルギ 鉱山資源省にてMi t 協議6 8月10日 金 ジャカルタ/マナド 現地調査 現地調査 現地調査 現地調査
午前：エネルギー鉱山資源省にてMinutes協議
移動：ジャカルタ (JL726/21:55) ⇒ 成田

午前：エネルギー鉱山資源省にてMinutes協議
午後： 調査結果取りまとめ移動：ジャカルタ (JL726/21:55) ⇒ 成田 午後： 調査結果取りまとめ

7 8月11日 土 ジャカルタ/マナド 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ 現地調査 現地調査 現地調査 現地調査成田着 (7:25)

月 ジ / ナド 調査結果取 まと 調査結果取 まと 調査結果取 まと 調査結果取 まと 調査結果取 まと 調査結果取 まと8 8月12日 日 ジャカルタ/マナド 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ

9 8月13日 月 ジ カルタ/ ナド 現地再委託契約準備 現地再委託契約準備 現地調査 現地調査 現地調査 現地調査9 8月13日 月 ジャカルタ/マナド 現地再委託契約準備 現地再委託契約準備 現地調査 現地調査 現地調査 現地調査

10 8月14日 火 ジャカルタ/マナド 現地再委託契約 現地再委託契約 現地調査 現地調査 現地調査 現地調査10 8月14日 火 ジャカルタ/マナド 現地再委託契約 現地再委託契約 現地調査 現地調査 現地調査 現地調査

11 8月15日 水 機中泊
調査結果取りまとめ
移動 ジ カ タ( / ) 成

移動： マナド (GA601/14:00) ⇒ ジャカルタ (16:05)
移動 ジ カ タ( / ) 成

11 8月15日 水 機中泊
移動： ジャカルタ(JL726/21:55) ⇒ 成田 移動： ジャカルタ(JL726/21:55) ⇒ 成田

12 8月16日 木 帰着日 成田着 (7 25)成田着 (7 25)12 8月16日 木 帰着日 成田着 (7:25)成田着 (7:25)

移動： 移動： 移動： 移動： 移動：
13 9月2日 日 ジャカルタ

移動：
成田 (MH89/10:30)

移動：
成田 (JL725/10:50)

移動：
成田 (MH89/10:30)

移動：
成田 (MH89/10:30)

移動：
成田 (JL725/10:50)移動： 成田 (JL725/10:50) ⇒ ジャカルタ(16:35)

⇒ ジャカルタ(18:45) ⇒ ジャカルタ(16:35) ⇒ ジャカルタ(18:45) ⇒ ジャカルタ(18:45) ⇒ ジャカルタ(16:35)

午前：JICA事務所表敬午前：JICA事務所表敬訪問 PLN本店と協議 移動： ジャカルタ (GA600/5:40) ⇒ マナド (10:00)14 9月3日 月 ジャカルタ/マナド
午前：JICA事務所表敬
訪問 PLN本店と協議

午前：JICA事務所表敬訪問、PLN本店と協議
午後：現地測量会社および調査補助員と面談

移動： ジャカルタ (GA600/5:40) ⇒ マナド (10:00)
午後： トンセアラマ発電所現地調査 訪問、PLN本店と協議午後：現地測量会社および調査補助員と面談 午後： トンセアラマ発電所現地調査

現地調査
管

移動： ジャカルタ移動： ジャカルタ (GA600/5:40) ⇒ マナド
( )15 9月4日 火 マナド 現地調査 現地調査 水圧鉄管板厚測定準

備
現地調査 現地調査 (GA600/5:40) ⇒ マナ

ド (10 00) 現地調査
(10:00)
午後 トンセアラマ発電所現地調査 備 ド (10:00)、現地調査午後： トンセアラマ発電所現地調査

16 9月5日 水 ナド 現地調査 水圧鉄管板厚測定 現地調査 現地調査 水圧鉄管板厚測定 現地調査/測量 調査結果の図面化
PLN ミナハサ工務所環
境担当と協議16 9月5日 水 マナド 現地調査 水圧鉄管板厚測定 現地調査 現地調査 水圧鉄管板厚測定 現地調査/測量 調査結果の図面化 境担当と協議
現地調査現地調査
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資料2 調査行程 (2/2)資料2  調査行程 (2/2)

JICA コンサルタント団員

杉 林 中 直 植 祐弥 林 熊 宗 矢島 輝男 島 基義 大 進也 宮
日数 日付 曜日 宿泊地

J 団員

杉山茂 小林謙一 中戸 直司 植原 祐弥 小林 要昭 熊須 宗距 矢島 輝男 川島 基義 大隅 進也 西宮 亜希子

業務主任
資機材調達計画／積

団長 無償資金協力管理
業務主任
/水力発電

資機材調達計画／積
算

施工計画 電機／保護・制御 機械設備計画 発電所土木設計 発電所建屋設計 環境社会配慮
/運転保守管理計画

算

17 9月6日 木 ナド 水車内部点検
水圧鉄管板厚測定

水車内部点検 水車内部点検 水圧鉄管板厚測定
現地調査/コンクリート

現地調査
現地環境・社会状況確17 9月6日 木 マナド 水車内部点検

水圧鉄管板厚測定
水車内部点検

水車内部点検 水車内部点検 水圧鉄管板厚測定
現地調査/ ンクリ ト
強度試験

現地調査
現地環境 社会状況確
認調査

現地調査/測量 気象局訪問
18 9月7日 金 マナド 現地調査 水圧鉄管板厚測定 現地調査 現地調査 水圧鉄管板厚測定

現地調査/測量
PLN S t Mi h 調査結果の図面化

気象局訪問
環境社会配慮スコーピ18 9月7日 金 マナド 現地調査 水圧鉄管板厚測定 現地調査 現地調査 水圧鉄管板厚測定 PLN Sector Minahasa

にて聞取り調査
調査結果の図面化 環境社会配慮スコーピ

ング案作成にて聞取り調査 ング案作成

19 9月8日 土 マナド 現地調査 現地調査 現地調査 調査結果の図面化 板厚測定結果整理 調査結果取りまとめ 調査結果の図面化
環境社会配慮スコーピ19 9月8日 土 マナド 現地調査 現地調査 現地調査 調査結果の図面化 板厚測定結果整理 調査結果取りまとめ 調査結果の図面化
ング案作成

20 9月9日 日 マナド 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ20 9月9日 日 マナド 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ 調査結果取りまとめ

資機材調達に関する 資機材調達に関する21 9月10日 月 マナド 現地調査
資機材調達に関する
情報収集

資機材調達に関する
情報収集

調査結果の図面化 現地調査 現地調査 現地調査 環境影響の予測・評価月 現 調
情報収集 情報収集

調 結果 図面化 現 調 現 調 現 調 環境影響 予測 評価

環境影響の緩和策検環境影響の緩和策検
討22 9月11日 火 マナド/ジャカルタ 現地調査 コストデータ収集 コストデータ収集 調査結果の図面化 調査結果取りまとめ 現地調査 調査結果の図面化
討
移動： マナド (GA603/移動： マナド (GA603/
15:40) ⇒ ジャカルタ

23 9月12日 水 マナド/ジャカルタ 現地調査
資機材調達に関する 資機材調達に関する

現地調査 現地調査 土木施設計画 調査結果の図面化
PLN本店環境担当との23 9月12日 水 マナド/ジャカルタ 現地調査

資機材調達に関する
情報収集

資機材調達に関する
情報収集

現地調査 現地調査 土木施設計画 調査結果の図面化
本店環境担当と

協議

24 9月13日 木 マナド/ジャカルタ
現地調査取りまとめ 資機材調達に関する 資機材調達に関する

調査結果の図面化 現地調査 現地調査/測量 建築施設計画
環境関連法制度に関24 9月13日 木 マナド/ジャカルタ

測量結果の検討 情報収集 情報収集
調査結果の図面化 現地調査 現地調査/測量 建築施設計画

する情報収集

25 9月14日 金 マナド/ジャカルタ
運転保守管理計画
施 計画案 検討

コストデータ収集 施工計画 調査結果の図面化 機械設備計画 土木施設計画 建築施設計画
環境影響の予測・評価

よび緩和策 検討
25 9月14日 金 マナド/ジャカルタ

施工計画案の検討
コストデ タ収集 施工計画 調査結果の図面化 機械設備計画 土木施設計画 建築施設計画

および緩和策の検討

策26 9月15日 土 マナド/ジャカルタ プログレスレポート作成 コストデータ収集 施工計画 調査結果の図面化 機械設備計画 土木施設計画 報告書作成
環境影響緩和策検討
代替案検討

26 9月15日 土 ナド/ ャカ タ プ グ ポ ト作成 トデ タ収集 施 計画 調査結果 図面化 機械設備計画 土木施設計画 報告書作成
代替案検討

環境モ タリング計画27 9月16日 日 マナド/ジャカルタ 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理
環境モニタリング計画
検討検討

インドネシア側負担事
移動：マナド (JT775/

PLN本店環境担当との移動：マナド (JT775/10:00) ⇒ ジャカルタ28 9月17日 月 マナド/ジャカルタ
インドネシア側負担事
項の確認・検討

電気設備計画 現地調査 現地調査 10:00) ⇒ ジャカルタ
午後 建築施 計

PLN本店環境担当との
協議

移動：マナド (JT775/10:00) ⇒ ジャカルタ
午後：資料収集項の確認 検討

午後：建築施設計画
協議午後：資料収集

建築施設計画
環境チェックリスト検討

29 9月18日 火 マナド/ジャカルタ プログレスレポート作成
現地メーカーに関する
情報収集

建設機械に関する情
報収集

電気設備計画 機械設備設計 土木施設計画
移動： ジャカルタ
(MH722/18 15) ⇒ 成

環境チェックリスト検討
移動： ジャカルタ29 9月18日 火 マナド/ジャカルタ プログレスレポ ト作成

情報収集 報収集
電気設備計画 機械設備設計 土木施設計画

(MH722/18:15) ⇒ 成
田

移動： ジャカルタ
(JL726/21:55) ⇒ 成田

田

30 9月19日 水 マナド/ジャカルタ
PLN Wilayah と現地調 現地建設工事会社に 建設機械に関する情

成田着 (7 40) 成田着 (7 25)PLN Wil h にて現地調査結果説明 協議30 9月19日 水 マナド/ジャカルタ
y と現地調

査結果説明・協議
現地建設 事会社に
関する情報収集

建設機械に関する情
報収集

成田着 (7:40) 成田着 (7:25)PLN Wilayah にて現地調査結果説明・協議

午前： 報告書作成 午前： 報告書作成 午前： 機械設備設計 午前： 報告書作成
31 9月20日 木 ジャカルタ 移動： マナド (GA603/

) ジ タ
収集資料の整理 収集資料の整理 移動： マナド (GA603/

) ジ タ
移動： マナド (GA603/

) ジ タ
移動： マナド (GA603/

) ジ タ15:40) ⇒ ジャカルタ 15:40) ⇒ ジャカルタ 15:40) ⇒ ジャカルタ 15:40) ⇒ ジャカルタ

報告書作成 測量データチェック

32 9月21日 金 ジャカルタ

報告書作成
移動： ジャカルタ

機械設備設計
移動 ジャカルタ

測量デ タチェック
移動： ジャカルタ午前： PLN本店にて Progress Report の説明・協議32 9月21日 金 ジャカルタ

移動  ャカ タ
(MH722/18:15) ⇒ 成

移動： ジャカルタ
(JL726/21:55) ⇒ 成田

移動  ャカ タ
(MH722/18:15) ⇒ 成

午前 本店 g p 説明 協議
移動： ジャカルタ(JL726/21:55) ⇒ 成田

田
(JL726/21:55) ⇒ 成田

田

33 9月22日 土 帰着 成田着 (7:40) 成田着 (7:25) 成田着 (7:40)成田着（7:25)33 9月22日 土 帰着 成田着 (7:40) 成田着 (7:25) 成田着 (7:40)成田着（7:25)
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資料 3  関係者（面会者）リスト 

1. エネルギー鉱物資源省 
Ministry of Energy and Mineral Resources 

 

 面会者 役職・担当 備考 

1 Mr. Hasril Nuzahar Director of Electricity Program 
Supervision 

 

2. インドネシア電力公社 (本店) 
PT. PLN (Persero) Head Office 

 

 面会者 役職・担当 備考 

1 Mr. Moch. Sofyan Head of New and Renewable Energy 
Division, Head Office 

 

2 Mr. Sutiyo Siswanto Senior Manager of Hydro Energy, New 
and Renewable Energy Division, Head 
Office 

 

3 Mr. Dedi Khairunas Assistant Engineer of Hydro Energy, New 
and Renewable Energy Division, Head 
Office 

 

3. インドネシア電力公社 (管轄支局) 
PT. PLN (Persero) Wilayah Suluttenggo 

 
 

面会者 役職・担当 備考 

1 Mr. Mangapul Marubun Manager of Power Plant Maintenance 
Division, Wilayah Suluttenggo 

 

2 Mr. Sindu Manager of System Planning Division, 
Wilayah Suluttenggo 

 

3 Mr. Muchtar Djafar Deputy Manager of System Planning 
Division, Wilayah Suluttenggo 

 

4 Mr. Ventje R. Wungow Deputy Manager of Power Plant 
Maintenance Division, 
Wilayah Suluttenggo 

 

5 Mr. Marthen D. Karundeng Deputy Manager of Power Plant 
Construction Division, 
Wilayah Suluttenggo 

 

6 Mr. Leonardus Sitinjak Manager of Sector Minahasa, 
Wilayah Suluttenggo 

 

7 Mr. Albert Tampi Assistant Manager of System Operation 
Division, Sector Minahasa 

 

8 Mr. Rudy Wola Manager of Tonsealama Hydropower 
Station, Sector Minahasa 

 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料 4  討議議事録 (M/D) 

1. Minutes of Discussions on the Tonsealama Hydropower Plant Rehabilitation Project in the Republic 
of Indonesia, dated 10th August 2012 

2. Minutes of Discussions on the Tonsealama Hydropower Plant Rehabilitation Project in the Republic 
of Indonesia, dated 9th January 2013 
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資料 5  収集資料リスト(1/2) 
 

番号 資料の名称 形態 版型 頁数 部数 収集先 

1 PLTA Tonsealama (Tonsealama Hydropower Station) 
概要説明書 

書類 A4 11 1 Tonsealama P/S 

2 Report for Major Overhaul of Unit 1 in 1985 書類 A4  1 Tonsealama P/S 

3 Photographic Records for Major Overhaul of Unit 1 
in 2003 

書類 A4 13 1 Tonsealama P/S 

4 Repair Report for Unit 1 Generator Stator in 2008 書類 A4  1 Tonsealama P/S 

5 Annual Inspection Report for Unit 2 in 1993 書類 A4  1 Tonsealama P/S 

6 General Inspection Report for Unit 2 in 2005 書類 A4  1 Tonsealama P/S 

7 General Inspection Report for Unit 3 in 2004 書類 A4  1 Tonsealama P/S 

8 Annual Inspection Report for Unit 3 in 2009 書類 A4  1 Tonsealama P/S 

9 PLTA Tonsealama Performance Report for August 
2012 

書類 A4  1 Tonsealama P/S 

10 Tondano River Water Quality Analysis Report at Inlet 
and Outlet of PLTA Tonsealama 

書類 A4  1 Tonsealama P/S 

11 Single Line Diagram for PLTA Tonsealama 図面 A4 1 1 Tonsealama P/S 

12 Overall Network System Diagram for Minahasa and 
Gorontalo 

図面 A4 1 1 Load dispatching 
center AP2B 

13 Network System Diagram for Gorontalo 図面 A4 5 1 Load dispatching 
center AP2B 

14 Network System Diagram for Central Sulawesi 図面 A4 4 1 Load dispatching 
center AP2B 

15 Data for Peak Load, System Load Curve and Demand 
Pattern 

書類 A4 5 1 Load dispatching 
center AP2B 

16 Statistical Data for Population and Economic Growth 
of North Sulawesi Province 

書類 A4 1 1 North Sulawesi 
Statistics Center 

17 Weather Factor Data 書類 A4  1 Meteorological, 
Climatological 
and Geophysics 
Agency 

18 PCB Sampling Data for Power Transformers 書類 A4 4 1 Tonsealama P/S 

19 Procedure of Handling Used Transformer Oil in PLN 書類 A4  1 PLN Head Office 

20 Implementation Report of Environmental 
Management Plan (RKL) & Environmental 
Monitoring Plan (RPL) 

書類 A4  1 PLN Wilayah 
Suluttenggo 

21 Topographic Survey Drawings 図面 A3 20 1 Nippon Koei 

22 Tonsealama Unit 1 Powerhouse Layout Drawings 図面 A1 10 1 Tonsealama P/S 

23 Tonsealama Unit 1 Powerhouse Building Drawing 図面 A1 1 1 Tonsealama P/S 

24 Drawings for Draft Tube Gates 図面 A0 5 1 Tonsealama P/S 

25 Drawings for Intake General Plans 図面 A1 10 1 Tonsealama P/S 

26 Drawings for Intake Layout Drawings 図面 A3 2 1 Tonsealama P/S 
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資料 5  収集資料リスト(2/2) 
 

番号 資料の名称 形態 版型 頁数 部数 収集先 

27 Intake Civil Structure Drawing 図面 A1 1 1 Tonsealama P/S 

28 Intake Raking Equipment Layout Drawings 図面 A0 2 1 Tonsealama P/S 

29 Intake Score Gate Layout Drawings 図面 A3 4 1 Tonsealama P/S 

30 No. 1 Penstock Valve Assembly Drawing 図面 A0 1 1 Tonsealama P/S 

31 No. 1 Penstock Layout Drawing 図面 A0 1 1 Tonsealama P/S 

32 No. 1 Penstock Detailed Drawings 図面 A4 5 1 Tonsealama P/S 

33 No. 2 Penstock Layout Drawing 図面 A0 1 1 Tonsealama P/S 

       

       
 



 
 
 
 
 
 
 

図面リスト 
 

No. 図面番号 図面名称 

1 TSL-E-001 Minahasa-Gorontalo Network System Diagram 
2 TSL-E-002 Tonsealama Hydropower Station Single Line Diagram for Existing 

Facilities 
3 TSL-E-003 Tonsealama Hydropower Station Single Line Diagram for New Unit 1 
4 TSL-E-004 Development of Hydropower Stations on Tondano River 
5 TSL-M-101 Arrangement of Scour Gate 
6 TSL-C-101 Layout of Existing Intake and Scouringway 
7 TSL-C-102 Layout of New Intake and Scouringway 
8 TSL-C-201 Layout of Existing Penstock 
9 TSL-C-202 Layout of New Penstock 

10 TSL-C-301 Floor Plan of Existing Powerhouse for Unit 1 
11 TSL-C-302 Section of Existing Powerhouse for Unit 1 
12 TSL-C-303 Floor Plan of New Powerhouse for Unit 1 
13 TSL-C-304 Section of New Powerhouse for Unit 1 
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